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１.「江別市男女共同参画基本計画　中間見直し版」の概要

第１章　基本的な考え方

 １　計画の趣旨

 ２　計画の概要

 （１） 計画の位置付け

この計画は、男女共同参画社会基本法第１４条第３項及び江別市男女共同参画を推進するため
の条例第９条に基づき、本市の男女共同参画社会の実現に向けて、総合的、計画的に施策を推進
するための指針であり、「えべつ未来づくりビジョン（第６次江別市総合計画）」を推進するた
めの個別計画として位置付けています。

また、この計画の一部は、女性活躍推進法第６条第２項の規定に基づく市町村推進計画（以下
「女性活躍推進計画」という。）と位置付けています。

なお、この計画は江別市の男女共同参画を総合的に推進する計画であることから、他の計画と
の連携を図って進めていく計画です。

江別市では、男女共同参画社会の実現を目指し、平成１４年に「江別市男女共同参画基本計
画」を策定しました。平成１１年に施行された「男女共同参画社会基本法」では、市町村におけ
る計画策定は努力義務でしたが、当計画は、男女共同参画社会を積極的に推進するための指針と
して策定したものです。

平成２１年３月には、あらゆる場面において、性別に関わりなくお互いが支え合い責任を果た
すことで、自分の能力を発揮し自分らしく生きることのできる社会の実現を目指していくため、
「江別市男女共同参画を推進するための条例」の制定と基本計画の見直しを行い、また、平成２
６年３月には、新たな「江別市男女共同参画基本計画（平成２６年度～３５年度)」を策定し、
各種施策を推進してきました。

男女共同参画社会の実現に向けて、各種啓発や子育て支援のための環境整備などにより、一定
の前進が図られた一方、男女の固定的性別役割分担※1 意識が根強く残っていることや、政策・
方針決定過程への女性の参画、子育てや介護への男性の参画が十分ではない状況があります。

また、平成２７年８月には、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」(以下「女
性活躍推進法」という。）が制定され、自らの意思によって職業生活を営み、又は営もうとする
女性がその個性と能力を十分に発揮して職業生活においてより一層活躍することができるよう、
市町村における推進計画の策定が努力義務とされました。

こうした状況を含めた国の動向や社会情勢の変化に応じ、さらなる男女共同参画社会を推進す
るため、平成３０年度に「江別市男女共同参画基本計画（平成２６年度～３５年度)」の中間見
直しを行いました。

えべつ未来づくりビジョン
（第６次江別市総合計画）

関連計画

連携
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【イメージ図】

※1 固定的性別役割分担

男女を問わず個人の能力等によって役割の分担を決めることが適当であるにもかかわらず、男性、女性という性別を理由

として、

役割を固定的に分けることをいいます。「男は仕事・女は家庭」、「男性は主要な業務・女性は補助的業務」等は固定的な
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 （２） 計画の構成

 （３） 計画の期間

第２章　計画の内容

この計画は、江別市男女共同参画を推進するための条例に規定されている７つの基本理念に基
づき、長期的な展望に立った基本方針と市が主体的かつ重点的に取り組むべきものを明確にした
重点項目で構成しています。

「江別市男女共同参画基本計画（平成２６年度～３５年度）」の中間見直し後の期間は、令和
元年度から令和５年度までの５年間とし、国の動向や社会情勢の変化に応じ、必要な場合は再度
見直しを行います。

江別市男女共同参画を推進するための条例

第３条 男女共同参画は、次に掲げる基本理念に基づき推進されなければならない。

(１) 男女の個人としての尊厳が重んじられること及び男女が性別により直接的にも間接的

にも差別的取扱いを受けないこと。

(２) 性別による固定的な役割分担等を反映した社会における制度又は慣習の排除に努める

とともに、当該制度又は慣習が男女の社会における活動の自由な選択に対して影響を

及ぼすことのないよう配慮されること。

(３) 男女が性別にとらわれることなく、それぞれの個性及び能力を発揮する機会が確保さ

れること。

(４) 市の政策又は事業者等における方針の立案及び決定において、男女が対等な立場の構

成員として参画する機会が確保されること。

(５) 家族を構成する男女が子育て、家族の介護その他の家庭生活において、相互に協力し

あい、当該家族の構成員がそれぞれの役割を果たせるよう配慮されること。

(６) 男女が互いの生命・身体に理解を深めるとともに、心身共に健康の維持増進が図られ

る職場及び家庭環境の整備に努めること。

(７) 男女共同参画の推進が、国際社会における取組と密接な関係を有していることを考慮

し、国際社会における取組を踏まえながら行われること。

【基本方針１】

男女平等･共同参画社会の実現に向けた意識づくり啓発の推進 ＜女性活躍推進計画＞

≪主な取組≫

・男女共同参画社会の実現に向け、社会に深く根付いている固定的性別役割分担意識に基

づく慣習の解消を目指し、家庭・職場・地域社会等様々な場面において性別にかかわら

ずあらゆる年齢層のすべての人たちに対する男女共同参画に関する広報・啓発活動に努

めます。

・性の多様性を認め合い、尊重し合うことが大切であり、ＬＧＢＴ※2 等の性的少数者への

理解促進に向けた啓発に努めます。

※2 ＬＧＢＴ

レズビアン（女性の同性愛者）、ゲイ（男性の同性愛者）、バイセクシュアル（両性愛者）、トランスジェ

ンダー（身体と心の性が一致していないため身体の性に違和感を持ったり、心の性と一致する性別で生きたい

と望む人）の頭文字をとって組み合わせたものをいいます。（北海道「みんなが自分らしく 性の多様性を考え

る｣（パンフレット)より）

≪主な関連計画≫

●江別市子ども・子育て支援事業計画 ●江別市高齢者総合計画
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【基本方針２】

政策や方針決定過程への女性の参画拡大と女性の力を活かした政策の推進 ＜女性活躍推進計画＞

≪主な取組≫

・市のあらゆる政策が男女共同参画の視点をもって立案・推進されるよう江別市が設置する

審議会等における女性委員の登用について、引き続き拡大を図ります。

・江別市職員においては、長期的視野に立った人材育成と多様な研修や経験を積むことによ

って、男女共同参画意識の醸成を図るとともに、女性職員のキャリアアップを支援する体

制を整え、職域による男女比の偏りの縮小に努めます。

・政策や方針決定過程に、男女が社会の対等な立場で参画することを進めるため、女性の人

材育成を目的としたセミナーを開催するなど、女性の意識啓発に努めます。

≪主な関連計画≫

●江別市職員の仕事・子育て・女性活躍推進に関する行動計画

【基本方針３】

就労･雇用･起業など働く人たちの男女共同参画の推進 ＜女性活躍推進計画＞

≪主な取組≫

・女性が働きやすいまちづくりを進めるための課題を把握し、企業に対して、男女の均等な雇

用機会と待遇が確保されるよう、関係法令の周知を行うとともに、セクシュアル・ハラスメ

ント※3 や妊娠・出産・育児・介護を理由とするハラスメントの防止に向けた広報・啓発を

行い、女性が働き続けられる環境の整備に努めます。

・女性が働きやすい環境づくりができるよう、企業に向けて、ワーク・ライフ・バランス※4

を推進するほか、事業所内保育所の助成への支援、介護離職の防止に向けた支援など、国の

制度等の情報の周知に努めます。

※3 セクシュアル・ハラスメント

他の者に対し、その意に反する性的な言動により不快感を与え、その言動を受けた者の生活環境を害すること又は

その性的な言動を受けた者の対応によりその者に不利益を与えることをいいます。（江別市男女共同参画を推進する

ための条例第２条より）

※4 ワーク・ライフ・バランス

「仕事と生活の調和」のことをいい、老若男女誰もが、仕事、家庭生活、地域生活、個人の自己啓発など様

々な活動について、自ら希望するバランスで展開できる状態であることをいいます。（内閣府「男女共同参画

ハンドブック」より）

≪主な関連計画≫

●江別市職員の仕事・子育て・女性活躍推進に関する行動計画

●江別市まち・ひと・しごと創生総合戦略 ●江別市農業振興計画

【基本方針４】

子育てや介護等､家庭生活における男女共同参画の推進 ＜女性活躍推進計画＞

≪主な取組≫

・子育てや介護などの家庭における責任は、男女が共に担い、支え合うものであるという認識を深

め、仕事と家庭のバランスの取れた生活ができるよう、ワーク･ライフ･バランスの考え方の啓発

に努めます。

・子育てや介護は、家族だけではなく社会全体で支援することの重要性について理解を深める

ため、意識啓発の充実を図ります。

・子育てや介護等、家庭生活と仕事が両立できるよう、子育て支援の充実や高齢者が安心して

暮らせる生活環境の整備に努めます。

≪主な関連計画≫

●江別市子ども・子育て支援事業計画 ●江別市高齢者総合計画
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【基本方針５】

あらゆる暴力根絶の取組

≪主な取組≫

・セクシュアル・ハラスメントやストーカー行為、性犯罪その他あらゆる暴力行為が人権侵害

行為であるという社会的認識を浸透させるため、人間の尊厳を尊重する意識の啓発に努めま

す。

・ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）※5 被害防止のためには、ＤＶが社会的な人権問題

であるという認識を広く市民へ浸透させる必要があることから、若年層への周知や被害者支

援のための連携強化に努めます。

また、子どもの目の前で家族に暴力を振るうことは児童虐待に当たり、子どもの心身の発達

に影響を与えるため、ＤＶ防止に向けた周知・啓発や関係機関の連携強化に努めます。

・被害者の避難や相談が安心してできるよう、相談窓口の周知等の支援を行います。

※5 ドメスティック・バイオレンス

夫婦間、恋愛関係その他の親密な関係にある又はあった男女間における身体的、経済的又は精神的な苦痛を

与える暴力的行為をいいます。（江別市男女共同参画を推進するための条例第２条より）

≪主な関連計画≫

【基本方針６】

生涯にわたる男女の健康支援

≪主な取組≫

・男性がパートナーを支えることができるように、妊娠・出産に関する正しい知識や情報の普

及に努めるとともに、「性と生殖に関する健康と権利」に関する意識の浸透を図ります。

・乳がんや子宮頸がんといった女性特有の病気を早期発見するための検診の重要性の啓発や健

康づくり情報を発信していきます。

・日頃から健康を意識し、健（検）診の受診、食生活の改善、運動習慣の定着など健康づくり

の取組を進めていきます。

≪主な関連計画≫

●えべつ市民健康づくりプラン２１

●江別市国民健康保険保健事業実施計画（データヘルス計画）

●江別市特定健康診査・特定保健指導実施計画

【基本方針７】

男女共同参画の視点に立った防災・災害復興体制の整備

≪主な取組≫

・防災分野全般における政策や方針決定の場への女性の参画を進めるとともに、女性の目線を

重視した備蓄や避難所運営訓練の実施、防災知識の啓発などを通して、男女共同参画の視点

に基づく地域の防災体制づくりに努めます。

≪主な関連計画≫

●江別市地域防災計画
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第３章　重点項目

 １　重点項目

 ２　数値目標

第４章 推進体制

３ 審議会の設置

４ 男女共同参画に関する
　 調査研究の推進

５ 男女共同参画推進に
　 向けた支援・連携

男女共同参画の効果的な推進を図るため、審議会を設置し
ます。

男女共同参画の実現のためには、様々な課題に対する調
査・研究を実施し、現状を把握するとともに、問題解決に
向けた取組を進めます。

１ 男女共同参画基本計画
　 の進捗状況の公表

２ 庁内推進体制

５５．６％

この計画の中間見直し後の期間は、令和元年度から令和５年度までの５年間とし、国の動向や
社会情勢の変化に応じ、必要な場合は再度見直しを行います。

なお、重点項目は、計画の最終年度である令和５年度までに実施する具体の事業及び目標を設
定しています。

計画見直し時
（平成29年度）

目標値
（令和5年度）

７７．８％ ８５．０％以上男女共同参画の考え方が必要だと思う人の割合

3

５５．０％以上

計画策定時
（平成24年度）

３３．５％ ４７．６％
地域社会で男女が平等となっていると思う人の割
合

項　　　　目

５５．０％以上

４５．０％以上

５０．４％

３５．０％

家庭生活で男女が平等となっていると思う人の割
合

職場で男女が平等となっていると思う人の割合 ２３．３％

1

2

男女共同参画を推進するためには、市民の理解が最も重要
です。情報の収集や交換を行いながら、市民や企業、関係
機関・団体と協力・連携して、総合的に取組を進めます。

4

男女共同参画施策を総合的かつ計画的に進めて行くため
に、重点項目の適切な進行管理と、計画の進捗状況を公表
します。

男女共同参画社会の実現は、市民生活のあらゆる分野に関
わる問題です。様々な施策を総合的、計画的に推進するた
めには、関係部局間の連携を深め職員一人ひとりが「男女
共同参画社会の実現」を行政課題としてとらえ、施策を推
進していきます。

※「計画策定時」及び「計画見直し時」は、いずれも当該年度の翌年度に実施した「まちづくり市民
　アンケート」による意識調査の結果による

３９．８％

【１】男女平等・共同参画社会の実現に向けた意識づくり啓発の推進

男女共同参画社会を実現するために最も重要なことは、「意識改革」です。
子どもの頃から男女平等意識を醸成していくことや、男性にとっての男女共同参画など、

わかりやすい広報・啓発活動を様々な機会を通じて進め、意識づくりを行う必要があります。

【２】働く女性のための環境整備

結婚・出産・子育て・家事等様々な理由により、就労や就業継続の面で女性が直面する多

くの課題に対し、総合的な対策を講じ働き続けられる環境を整備することは、男女共同参画

社会を推進していくためには重要なことであり、積極的に取り組んでいく必要があります。
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２.「江別市男⼥共同参画基本計画 中間⾒直し版」の推進状況（令和５年度）
 （１） 江別市の人口と世帯数の推移

９年

１４年

５年

１０年

１５年

２２年

２５年

３０年

３５年

４０年

４５年

５０年

５５年

６０年

２年

７年

１２年

１７年

２２年

２７年

２年

５年
56,622 62,711 52.6% 59,427 2.01

2.42

120,636 57,391 63,245 52.4% 51,983 2.32

123,722 59,320 64,402 52.1% 51,170

118,776 56,358 62,418 52.6% 59,566 1.99

令和

※）令和2年までは総務省「国勢調査」、令和3年～令和５年は住民基本台帳（各年10月1日現在）による

119,777 56,839 62,938 52.5% 59,100 2.03

121,056 57,523 63,533 52.5% 53,977 2.24

119,333
３年

４年

125,601 60,807 64,794 51.6% 50,425 2.49

123,877 60,115 63,762 51.5% 47,658 2.60

34,421 2.82

115,495 56,778 58,717 50.8% 42,856 2.69
平成 97,201 48,181 49,020 50.4%

3.03

90,328 45,023 45,305 50.2% 30,431 2.97

86,349 43,301 43,048 49.9% 28,513

3.70

77,624 38,866 38,758 49.9% 22,971 3.38

63,762 31,973 31,789 49.9% 17,223

4.97

44,510 22,828 21,682 48.7% 10,570 4.21

37,396 19,201 18,195 48.7% 7,524

5.58

35,185 18,038 17,147 48.7% 6,346 5.54

31,647 16,188 15,459 48.8% 5,670

5.71

28,815 14,392 14,423 50.1% 5,367 5.37

19,759 9,936 9,823 49.7% 3,458

21,457 11,317 10,140 47.3% 3,669 5.85
昭和 19,633 10,270 9,363 47.7% 5.52

年次
人口(人）

女性の割合 世帯数
一世帯あたり
の人数（人）総数 男性 女性

3,453 5.50

17,553

3,555

9,071 8,482 48.3% 3,340 5.26
大正 18,992 10,317 8,675 45.7%

令和５年１０月１日現在の江別市の人口は１１８，７７６人で、男性が５６，３５８人（４
７．４％）、女性が６２，４１８人（５２．６％）となり、昭和６０年調査以降女性が男性を上
回っている状況が続いています。（表１）

世帯数は大正９年調査以来増加傾向にありますが、一世帯あたりの人数は昭和２５年調査以降
減少傾向が続いています。

1,827 

2,357 

2,457 

2,720 

2,681 

2,088 

2,695 

3,189 

3,400 

4,119 

4,296 

4,315 

4,467 

4,463 

5,080 

4,185 

3,347 

2,634 

1,534 

471 

93 

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000

女性

1,950 

2,437 

2,528 

2,768 

3,039 

2,189 

2,603 

3,177 

3,255 

3,943 

4,144 

3,770 

4,116 

4,242 

4,493 

3,303 

2,250 

1,396 

597 

144 

14 

01,0002,0003,0004,0005,0006,000

男性

表１ 江別市の人口と世帯数の推移

図１ 江別市の５歳階級別人口

100歳以上

95～99歳

90～94歳

85～89歳

80～84歳

75～79歳

70～74歳

65～69歳

60～64歳

55～59歳

50～54歳

45～49歳

40～44歳

35～39歳

30～34歳

25～29歳

20～24歳

15～19歳

10～14歳

5～9歳

0～4歳

人 人

※）住民基本台帳より作成（令和５年10月1日現在）
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 （２）「男女共同参画基本計画 中間見直し版」の推進状況

（％)

　　　

項　目

年　度

江別市の令和５年度における基本計画の推進状況については、基本方針ごとに以下のとおり
となっています。
なお、本文や図、表は、令和６年５月に江別市民１，５００人を無作為抽出し、６５６人か

ら回答を得た「まちづくり市民アンケート」による意識調査（以下：「市民アンケート」）
や、内閣府の令和６年版「男女共同参画白書」などに基づき作成しています。

国連開発計画（ＵＮＤＰ）が令和６年に発表した「人間開発報告書」では、令和５年の日本
の人間開発指数（ＨＤＩ）は１９３の国と地域の中で第２４位と人間開発最高位グループに属
しており、ジェンダー不平等指数（ＧＩＩ）は測定可能な１９３か国中２２位となっていま
す。
しかし、「男女共同参画白書」によると、世界経済フォーラムが令和５年に発表したジェン

ダー・ギャップ指数（ＧＧＩ）では、測定可能な１４６か国中１２５位となっており、日本
は、「教育」と「健康」の値は比較的高いですが、「政治」と「経済」の値が低く、女性の社
会参画が課題であることが示唆されています（Ｐ８表３）。
「市民アンケート」では、「男女共同参画社会」を知っているとの回答は３７．０％と低い

状況ですが、「ジェンダー（社会的・文化的に創られた性別）」を知っているとの回答は６
９．５％と増加しており、男女共同参画の取組に係る認知度は少しずつ増加の傾向にあります
（表２）。
男女の平等感に関する意識調査の結果、「学校教育の場」において「平等である」との回答

は全体で６９．１％、「家庭」においては５９．９％、「地域社会」においては５７．０％、
「職場」においては４３．４％と、男女共同参画に対する意識向上が認められる一方で（Ｐ
８、Ｐ９図２～図５）、いずれも男性に比べて女性の平等感は１０ポイント以上低いことか
ら、未だ男女間の意識に差があるといえます。
平成２８年４月には、男女の実質的な機会の均等を目指し、「女性の職業生活における活躍

の推進に関する法律」（女性活躍推進法）が施行され、事業主に対し、女性の活躍に関する状
況の把握・行動計画策定・情報公表が義務付けられました。
男女共同参画社会を実現するためには、社会の制度や慣行などに深く根付いている性別によ

る固定的役割分担意識の解消を図るとともに、男女共同参画に関する認識を深めていくことが
重要であり、今後も幅広い年代に対して意識づくりの啓発に取り組んでいく必要があります。
また、人権尊重の視点から、性の多様性を認め合い尊重し合うことが大切であり、不平等や

偏見をなくすための取組を進める必要もあります。

令和３年度

平成29年度
（計画見直し時）

32.1 17.9 73.5 65.5 - - 3.3 25.6

37.0令和５年度 28.4 9.560.218.0 72.7 69.7 16.9

6.7

62.1

6.5 11.0

55.6

9.5 7.7 11.8

8.8 7.8 11.0

67.2

55.0

9.871.5 41.6

60.5 11.7 49.2 5.3 24.7

4.0 8.7

江
別
市
男
女
共
同
参
画
を
推
進
す
る

た
め
の
条
例

江
別
市
男
女
共
同
参
画
基
本
計
画

無
回
答

3.4 13.5 - - 18.2

14.8 8.4 6.2 14.8

リ
プ
ロ
ダ
ク
テ

ィ
ブ
・
ヘ
ル
ス
／
ラ
イ
ツ

（
性

と
生
殖
に
関
す
る
女
性
の
健
康
と
権
利

）

ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス

（
仕

事
と
生
活
の
調
和

）

3.1

10.0

4.3

5.3

※）資料：「 市民アンケート 」（複数回答あり）　

平成20年度
（旧計画策定時）

38.1 61.3

69.5

6.119.0 73.4 66.6 20.2 66.2

男
女
共
同
参
画
社
会

男
女
共
同
参
画
社
会
基
本
法

男
女
雇
用
機
会
均
等
法

18.3

26.8

32.1

ポ
ジ
テ

ィ
ブ
・
ア
ク
シ

ョ
ン

（
積
極

的
改
善
制
度

）

ジ

ェ
ン
ダ
ー

（
社
会
的
・
文
化
的
に

創
ら
れ
た
性
別

）

73.0

68.7

63.6 -

- 67.7

配
偶
者
暴
力
防
止
法

(

Ｄ
Ｖ
防
止
法

)

20.8

26.8

61.0

8.5 42.8

55.8 3.4

63.5 4.8

- -

- -64.6 61.8 4.9 33.2

L
G
B
T
等

（
性
の
多
様
性

）

-

育
児
・
介
護
休
業
法

女
性
の
職
業
生
活
に
お
け
る
活
躍
の

推
進
に
関
す
る
法
律

ス
ト
ー
カ
ー
規
制
法

-

57.917.2 3.0 16.7

6.4

S
O
G
I

(

性
的
指
向
・
性
自
認

)

パ
ー
ト
ナ
ー
シ

ッ
プ
制
度

- -

平成24年度
（計画策定時）

令和２年度

7.9

66.2

35.4 19.6 70.3 66.4 17.8 64.0 59.8 5.0 10.2 51.0 3.9 28.7

令和４年度 35.3 19.5 69.0 65.1 16.8 67.3 60.5 3.1 65.6

基本方針１

男女平等・共同参画社会の実現に向けた意識づくり啓発の推進 ＜女性活躍推進計画＞

表２ 江別市の男女共同参画に関する事項についての認知度
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0.952 5

2

4

5 スウェーデン

ノルウェー

スウェーデン

フィンランド

デンマーク

香港

2

0.967

スイス

6

0.023

0.8790.012

オランダ

0.966

3 アイスランド 0.959 3

0.025

13

0.952 6 フィンランド 0.032

0.815

0.800

40.956

0.796

ニュージーランド

0.912

0.863

リトアニア

0.018

日本

ラトビア

ＧＧＩ

1

ＨＤＩ

7

5

ノルウェー

0.815

ＧＩＩ

3

2 ノルウェー

12 オーストリア 0.048

12 フィンランド 0.942 14 イタリア 0.057 15

12

（人間開発指数） （ジェンダー不平等指数） （ジェンダー・ギャップ指数）

順位 国　　名 ＨＤＩ値 順位 国　　名 ＧＩＩ値 順位 国　　名 ＧＧＩ値

0.044 11

スイス

270.072

デンマーク

英国

0.009 1

スペイン15 英国

アイスランド

9

0.940 15 スペイン

0.950 10 ルクセンブルク 0.043 10

コスタリカ

16

スウェーデン

ドイツ

1

0.950

16

ベルギー 0.942 13 スロベニア 0.049

韓国 0.062 21

125

17 オーストラリア 0.063

日本 0.920 22 日本 0.078

ニュージーランド 0.939

0.059

5 デンマーク

※ＨＤＩ（人間開発指数）：国連開発計画による指数で、「長寿で健康な生活」、「知識」及び「人間らしい生活水準」とい
う人間開発の３つの側面を測定したもの。
※ＧＩＩ（ジェンダー不平等指数）：国連開発計画による指数で、国家の人間開発の達成が男女の不平等によってどの
程度妨げられているかを明らかにするもの。０が完全平等、１が完全不平等を意味する。
※ＧＧＩ（ジェンダー・ギャップ指数）：世界経済フォーラムが、各国内の男女間の格差を数値化しランク付けしたもの
で、経済分野、教育分野、政治分野及び健康分野のデータから算出され、０が完全不平等、１が完全平等を意味す
る。

↓

0.647

0.792

19 韓国 0.929 18 カナダ 0.069

↓

22 エストニア 0.782

0.777

20 ルクセンブルク 0.927 19 ドイツ 0.071

23

オーストラリア 0.778

0.791

アイルランド 0.795

チリ

18

0.79410 オランダ 0.946

0.927 20 アイルランド

0.793

18

10 オーストラリア 0.946 11 ベルギー

アイルランド

スイス 0.783

20 米国

14

0.780

26

0.8564

ベルギー

9 アイスランド 0.039

ドイツ

24

↓

カナダ 0.935

7

表３ ＨＤＩ、ＧＩＩ、ＧＧＩにおける日本の順位

※）資料：HDI・GII・GGI～男女共同参画局「令和６年度 男女共同参画白書」

白白白

2.2

3.5

2.6

2.5

2.4

3.4

1.5

4.8

13.3

14.8

10.1

14.0

11.9

8.1

4.1

11.1

46.8 

49.6 

60.9 

59.6 

64.1 

69.1 

75.1 

65.0 

2.5

2.5

1.4

1.9

1.7

1.2 

2.6

0.3

0.8

0.4

0.2

0.3

0.5 

0.2

0.4

0.0

34.4

29.2

24.8

21.6

19.5

18.1

16.4

18.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H20年度

H24年度

H29年度

R3年度

R4年度

R5年度

（R5）男性

（R5）女性

図２ 江別市の男女の平等感意識調査「学校教育の場」

※）資料：「市民アンケート 」

男性の方が優遇されている どちらかといえば男性が優遇されている

平等である どちらかといえば女性が優遇されている

女性の方が優遇されている 無回答

※H20年度…旧計画策定時

※H24年度…計画策定時

※H29年度…計画見直し時
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7.9

7.9

7.1

5.3

8.8

7.6

3.3

10.6

33.5

35.3

27.7

25.0

26.9

22.6

16.7

26.8

36.2

39.8

50.4

54.5

50.3

59.9

70.3

52.8

5.4

5.1

4.9

4.4

4.9

3.5

4.8

2.4

1.0

1.2

1.4

1.2

1.0

0.9

0.4

1.3

16.0

10.7

8.4

9.6

8.0

5.5

4.5

6.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H20年度

H24年度

H29年度

R3年度

R4年度

R5年度

（R5）男性

（R5）女性

6.9

7.4

7.8

6.6

8.8

7.3

3.7

9.8

31.3

36.6

28.6

30.0

27.3

25.5

19.0

29.7

32.1

33.5

47.6

48.8

51.5

57.0

66.5

50.9

4.8

3.4

3.8

3.2

1.9

2.6

5.2

0.8

0.6

0.7

1.1

0.6

0.8

0.0

0.0

0.0

24.3

18.4

11.2

10.8

9.7

7.6

5.6

8.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H20年度

H24年度

H29年度

R3年度

R4年度

R5年度

（R5）男性

（R5）女性

図３ 江別市の男女の平等感意識調査「家庭」

図４ 江別市の男女の平等感意識調査「地域社会」

15.3

16.9

11.5

9.5

11.9

9.6

5.6

12.7

36.5

37.8

29.2

30.7

26.1

27.9

23.4

31.6

19.8

23.3

35.0

38.7

41.9

43.4

52.4

36.6

3.1 

3.5 

3.6 

2.8 

2.5 

3.4 

4.8 

2.4 

0.4 

0.9 

0.8 

0.9 

0.5 

0.2 

0.4 

0.0 

24.9

17.6

19.9

17.4

17.1

15.5

13.4

16.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H20年度

H24年度

H29年度

R3年度

R4年度

R5年度

（R5）男性

（R5）女性

※）図３～５ 資料：「 市民アンケート 」

図５ 江別市の男女の平等感意識調査「職場」

男性の方が優遇されている どちらかといえば男性が優遇されている

平等である どちらかといえば女性が優遇されている

女性の方が優遇されている 無回答

男性の方が優遇されている どちらかといえば男性が優遇されている

平等である どちらかといえば女性が優遇されている

女性の方が優遇されている 無回答

男性の方が優遇されている どちらかといえば男性が優遇されている

平等である どちらかといえば女性が優遇されている

女性の方が優遇されている 無回答

※H20年度…旧計画策定時

※H24年度…計画策定時

※H29年度…計画見直し時

※H20年度…旧計画策定時

※H24年度…計画策定時

※H29年度…計画見直し時

※H20年度…旧計画策定時

※H24年度…計画策定時

※H29年度…計画見直し時

- 9 -



462 441 597

830 890

275

35

630

30

女性委員（人）

55

15

「市民アンケート」では、江別市の女性の社会参画の促進について「十分されている」「ど

ちらかといえばされている」を合わせた回答が７３．９％となっています（図６）。

「男女共同参画白書」によると、全国の市議会の女性議員の割合は１９．１％であるのに対

し、江別市の市議会における女性議員の割合は、令和５年１２月３１日現在４４％で全国１２

位となっています。また、審議会等における女性登用の割合では、令和４年度に比べ令和５年

度は０．７ポイント増の３０．９％（Ｐ１１図７）、女性委員が４割以上の割合は２．２ポイ

ント増（Ｐ１１図８）の３６．７％、市職員の女性管理職登用の状況（医療職を除く）は１

０．９％（管理職１２９人のうち女性１４人）となっています（Ｐ１１表５)。

政策や方針決定過程への女性の参画は多様な価値観が反映され、新たな発想や組織の活性化

等が図られることなどの効果が期待されており、「江別市男女共同参画を推進するための条

例」において、審議会等を構成する委員の委嘱をするときは、当該委員の数について、男女の

いずれか一方が委員の総数の４割未満とならないよう努めると定めています。

審議会等における女性登用に関しては、委嘱任期の関係や委員推薦を依頼する団体の事情等

から、早急な改善は難しいものと思われますが、公募委員における女性委員の割合は４０．

２％であり、今後も、庁内関係部署に女性登用の拡大について積極的に呼びかけながら組織的

な取組を推進し、社会的な気運の醸成を図っていく必要があります。

R5

605658

267 264

58

620

21 18

R2

11 21 27

24 29 31

審議会等数 58

H29

868 873

155

596

50.8

  女性登用率（％）

公募委員の女性割合（％）

うち公募委員（人） 36 29 42

26.7

41.7 37.9 50.0 52.9

51 59

30.226.0 28.1 28.4 30.8

男性委員（人）

うち公募委員（人）

R4

21

8763

総　　　数（人）

233 246

表４　江別市の審議会等委員数等の推移

R3

59

H30 H31

※）　資料：令和３年までは総務部総務課、令和４、５年は市民生活課市民協働担当（基準日4月1日）
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168

32うち公募委員（人）

40.2

3.2

3.1

2.6

4.1

3.7

3.5

4.1

2.9

48.3 

42.8 

48.7 

63.7 

64.1 

70.4 

75.5 

67.6 

36.4 

45.6 

41.8 

21.3 

19.7 

17.4 

14.9 

19.1 

3.2

3.6

3.3

3.1

3.6

2.6

1.5

3.4

8.9

4.9

3.6

7.7

9.0

6.1

4.1

6.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H20年度

H24年度

H29年度

R3年度

R4年度

R5年度

（R5）男性

（R5）女性

図６ 江別市の女性の社会参画の促進にかかる意識調査

※）資料：「 市民アンケート 」

※H20年度…旧計画策定時

※H24年度…計画策定時

※H29年度…計画見直し時

基本方針２

政策や方針決定過程への女性の参画拡大と女性の力を活かした政策の推進 ＜女性活躍推進計画＞

73.9%

十分されている どちらかといえばされている

どちらかといえばされていない まったくされていない

無回答
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女性割合

R5
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10.9%

46

162

223

14

女性割合

0.0%
4.8%

13.7%
3.2%

21.5%

36.7%

27.4%

4.2%
13.5%

1
13

女性

0

男性

25.7%
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1
42

216 27.7%

130

9.7%

階級

7.5%
5.7%

男性

36.1%
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88

女性割合

0.0%
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12.0%

159

14.0%

38.7%

86
33

159

0 0.0%
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283

0
7

38.7%

33
164

268287

23
83課長相当職

女性割合 女性

0
1

13
1

男性

10
19
84
31

H24 H29年度 R4

3

0.0%
11.8%

3.1%主幹相当職

13
20
82

13
15

20.1%

38.0%169

207

男性

11
17

女性

1
0
4

合　　計

112うち管理職 13

225

27

179

31

部長相当職

次長相当職

84
25

167

268

585

153

302

599

113 7

5.6%

0
2
5

26.9%

5.9%

係長相当職

係　　員

7

10.7%

9.1%
0.0%
4.5%
3.1%

21.5%

34.5%

0.0%

586

121

593

115119

女性

0
1

12
2

41

H31
女性

14

0.0%

10.5%

男性

5.7%
20.0%

女性割合

221

114

女性割合

13
20

R3

26.4%

168

279

592

0

25
37 36

30 27 32
18 183

43

63 104 80

63
86

107

43

0.0 

36.8 37.0 

25.7 
27.3 

30.0 

27.1 

14.4 

29.5 

0
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0
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160

15～20 21～25 26～30 31～35 36～40 41～45 46～50 51～55 56～

女性職員数 男性職員数 女性職員の割合（％）

36 38 37 

37 
39 

38 38 

22 17 19 21 20 20 22

37.9 

30.9 

33.9 
36.2 

33.9 34.5 
36.7 

0

10

20

30

40

0

10

20

30

40

50

60

70

80

H29 H30 H31 R2 R3 R4 R5

４割以上の数

４割未満の数

４割以上の割合（％）

462
441

597 620 601 609 615

168 155

233 246 267 264 275 

26.7 26.0 28.1 28.4
30.8 30.2 30.9

0

10

20

30

40

0

200

400

600

800

1000

H29 H30 H31 R2 R3 R4 R5

女性委員の数（人）

男性委員の数（人）

女性登用率（％）

図７ 江別市の審議会等の女性登用の状況１（男女別委員数・女性登用率）

図８ 江別市の審議会等の女性登用の状況２（女性委員が4割以上の審議会等の割合）

0

27 29 29
37

24 24 20
265

38
56

41

111

93

54
67

121

0.0 

41.5 

34.1 

41.4 

25.0 

20.5 

30.8 

23.0 

17.7 

0

10

20

30

40

50

0

40

80

120

160

15～20 21～25 26～30 31～35 36～40 41～45 46～50 51～55 56～年齢

(％)

(％)

(人)

(審議会数)

(人) (％)

※） 資料：総務部職員課（基準日各年4月1日：医療職を除く）

職員総数 802人

※） 資料：令和３年までは総務部総務課、令和４、５年は市民生活課市民協働担当（基準日4月1日）

※） 図７、図８いずれも、委員数は、地方自治法第202条の3に基づく附属機関等、同法第180条の5に基づく委員会等及び要綱等に基

づく委員会等を含む。

(人) (％)

女性職員
平均割合

年齢

27.4%26.9%
女性職員
平均割合

H24.4.1現在（計画策定時）

図９ 江別市役所の職員数の状況

男 586人 73.1％
女 216人 26.9％

職員総数 815人
男 592人 72.6％
女 223人 27.4％

R5.4.1現在

表５ 江別市役所の職員の階級別登用状況 (人)
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男女雇用機会均等法の改正や育児・介護休業法などの法整備により、労働環境は少しずつ改
善されており、令和５年「総務省統計局 労働力調査」によると、女性の就業者数は平成２６
年から令和５年までの９年間で約３２０万人増加しており、生産年齢人口（１５～６４歳）の
就業率も近年男女ともに上昇しています。（図１０）。
女性の年齢階級別労働力人口比率について、２５～２９歳が８８．２％、３０～３４歳が８
２．６％と上昇しており、かつて、女性の年齢階級別労働力人口比率は、結婚・出産期に当た
る２５～２９歳及び３０～３４歳を底とするМ字カーブを描いていましたが、令和５年時点で
は、М字はほぼ解消し、２０代から５０代まで台形に近い形を描いています（Ｐ１３図１
１）。
また、非正規雇用者のうち、不本意に非正規雇用形態についている者の人数は、令和５年に
は女性９７万人、男性９９万人で、男女ともに前年（女性１０７万人、男性１０３万人）より
減少しました（Ｐ１３図１２）。
令和３年に実施した「経済センサス活動調査」によると、江別市の事業所数は３，２５７か
所、従業者数は男性１６，４４７人、女性１６，８６５人となっています（Ｐ１４図１３）。
農業においては、女性就業者は３６７人（Ｐ１４図１４）で、就業人口の４２％を占めてお
り、多様な場面での活躍が期待されています。一方で、女性の経営参画や能力発揮などに効果
的とされている家族経営協定を締結している世帯数は未だ少なく（Ｐ１４表６）、女性の認定
農業者の割合も低い水準に留まっています（Ｐ１５表７）。農家世帯数と共に農業従事者も減
少傾向にあり（Ｐ１４図１４）、農業を取り巻く環境も非常に厳しい状況にあるといえます。
このような中、「市民アンケート」による意識調査では、「職場」における男女の平等感に
ついて、「平等である」との回答は全体で４３．４％である一方、「男性の方が優遇されてい
る」「どちらかといえば男性が優遇されている」との回答は合わせて３７．５％となっていま
す（Ｐ１５図１５）。
雇用の分野において、男性に比べ女性はパートタイム労働者や派遣・契約社員といった非正
規職員として不安定な就業形態が多く、実質的な男女平等は停滞している現状にあるといえま
す。
令和２年「国勢調査」の結果では、江別市の働く女性の６３．１％が非正規雇用者となって
おり、全国より１１％程高い割合になっています。
今後も、企業誘致などの新規雇用の創出や関係機関との連携を図りながら、適正な労働条件
の確保に向けた広報や就業に関する情報提供、企業相談などに取り組むほか、引き続き国の動
向等を踏まえ、男女がともに均等な就業機会と待遇が得られ、それぞれの能力を発揮できる機
会が確保されるよう環境の整備・支援などに取り組んでいく必要があります。

※）資料：総務省統計局 令和５年「労働力調査」

3,635 3,696
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3,051
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81.5
84.3

70.8
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63.6

73.3

0
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100
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15～64歳男性

25～44歳女性

15～64歳女性

図１０ 男女別の就業者及び就業率（平成2６年→令和５年）

(万人) (％)

平成

【就業者数】 【就業率】

基本方針３

就労・雇用・起業など働く人たちの男女共同参画の推進 ＜女性活躍推進計画＞

（１５歳以上の人口に占める就業者の割合）

令和 平成 令和
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上

労働力人口比率

正規雇用比率

(％)

(歳)

図１１ 就業状況別人口割合（男女、年齢階級別）

図１２ 非正規雇用者のうち、現職の雇用形態についている主な理由が「正規の職員・

従業員の仕事がないから」とする者の人数及び割合（男女別、令和５年）

※）資料：総務省統計局 令和５年「労働力調査」

「労働力人口比率」…１５歳以上人口に占める

労働力人口（就業者+完全失業者）の割合

※）資料：内閣府 令和６年版「男女共同参画白書」
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「正規雇用比率」…１５歳以上人口に占める

「役員」及び「正規の職員・従業員」の割合

１５歳以上人口：5,696万人

労働力人口 ：3,124万人

１５歳以上人口：5,３２１万人

労働力人口 ：3,８０１万人
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締結世帯数

締結世帯数

解約世帯数

差　　　　引

0

0

9

25

0

　家族経営協定とは、家族農業経営にたずさわる各世帯員が、意欲とやり甲斐を持って経営に参画できる魅力的
な農業経営を目指し、経営方針や役割分担、家族みんなが働きやすい就業環境などについて、家族間の十分な
話し合いに基づき、取り決めるものです。
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〔家族経営協定〕

H28年度

差　　　　引 4 4 -1 3

1 0
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H30年度H29年度

2

R4年度R2年度

表６　江別市の家族経営協定の締結農家世帯数の推移（上：全体、下：女性を含む世帯）

R元年度 合計R5年度
H24年度
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24 4 0 4

R3年度
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0
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2
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1

R5年度

0 24

H30年度

0 0
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1

H25年度

-4 0 13

5 0 113

R元年度 合計

2 4 0 1 0

H25年度 H26年度 H27年度

17,212 15,733 16,607 16,596 16,865 

18,493 
15,563 
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3,697 
3,409 3,468 3,351 3,257 

0
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3,000

4,000
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女性従業者数（人）

事業所数(件）

図１３ 江別市の事業所数及び従業者数の状況

図１４ 江別市の農家世帯数及び農業従事者数の状況

※）資料：「江別市統計書」

注）平成21年と平成26年の数値は「経済センサス基礎調査」により、平成24年と平成28年と令和３年の数値

は「経済センサス活動調査」によるものです。「経済センサス基礎調査」、「経済センサス活動調査」は、調査

方法・調査対象が異なるため、他調査と単純比較できません。
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※）資料：平成27年次まで 江別市農業委員会（各年3月31日現在）

平成28年次・令和2年次 農林業センサス2015・2020

※）資料：江別市農業委員会（各年度3月31日現在）
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　認定農業者とは、農業経営のプロを目指す農業者自らが経営の一層のステップアップを図る農業経営の目標を
立て、市町村が地域における担い手として認めた農業者のことです。

〔認定農業者〕

注）令和５年次以降、江別市を含む複数市町村で農地を所有し、他の認定庁で認定をうけている認定農業者の数を含む。

男性

女性

H26 H27 H28 H29 H30

6.1% 6.3%

（人）

(女性割合)

15

3.9%

表７　江別市の認定農業者の推移
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283300

363634

※）資料：「江別市の農業」（各年3月3１日現在）

229 224

4.4%

249

総数

15.3

16.9

11.5

9.5

11.9

9.6

36.5

37.8

29.2

30.7

26.1

27.9

19.8

23.3

35.0

38.7

41.9

43.4

3.1

3.5

3.6

2.8

2.5

3.4

0.4

0.9

0.8

0.9

0.5

0.2

24.9

17.6

19.9

17.4

17.1

15.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H20年度

H24年度

H29年度

R3年度

R4年度

R5年度
37.5

図１５ 江別市の男女の平等感意識調査「職場」【再掲】

※）資料：「市民アンケート 」

男性の方が優遇されている どちらかといえば男性が優遇されている

平等である どちらかといえば女性が優遇されている

女性の方が優遇されている 無回答

※H20年度…旧計画策定時

※H24年度…計画策定時

※H29年度…計画見直し時
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内閣府の「企業等における仕事と生活の調和に関する調査研究報告書（平成３１年３月）」

では、ワーク・ライフ・バランスの優先事項の希望を「家庭生活」とした正社員及び非正社員

は４割弱ですが、実際に優先できている人は男女ともに２割を下回る結果にとどまっており、

「家庭生活」を優先したいという希望と現実との間に差異がある状況です。

「市民アンケート」による意識調査の結果、「男性は仕事、女性は家事・育児」という考え

方について「賛成」もしくは「どちらかといえば賛成」との回答は、近年は約２０％で推移

し、男女間では５ポイント程度の開きが見られます（図１６）。また、男女共同参画社会を目

指すために必要なことという設問では、「仕事と家庭が両立できる制度、仕組みの改善」とい

う回答が２４．４％と最も多く（Ｐ１７図１７）、国の調査同様に仕事と家庭生活との両立に

ついては、現実との隔たりがあるものと思われます。

江別市では、平成１７年３月に「江別市次世代育成支援行動計画＜子育て支援・えべつ２１

プラン＞」を策定し、平成２７年度から「えべつ・安心子育てプラン（江別市子ども・子育て

支援事業計画）」、令和２年度からは、近年、女性の就業率増加に伴う教育・保育にかかる需

要の高まりや児童虐待、経済的な困難を抱える家庭における子どもの貧困、幼児教育・保育の

無償化など、子どもや家庭をめぐる環境やニーズは大きく変化していることから、「えべつ・

安心子育てプラン（第２期江別市子ども・子育て支援事業計画）」を進めています。

また、令和２年「国勢調査」において、江別市の６５歳以上の人口の割合は、３０．４％

（男性２７．６％、女性３２．９％）で、平成２７年「国勢調査」に比べて、３．４ポイント

増加しており（男性３．３ポイント、女性３．５ポイント）、確実に高齢化が進んでいる状況

（Ｐ１７表８、図１８）にあります。高齢者は、長年培われた知識と豊富な経験に基づき、他

の世代とともに社会を支え地域を活性化していくための構成員として重要な役割を担うことが

期待されることから、人材の活用等を図っていくとともに、介護保険制度などの高齢者に対す

る支援の充実など、高齢者が生きがいをもって安心して暮らせる環境づくりがより一層求めら

れてきています。

このような状況を踏まえ、江別市では高齢者施策の体系的推進と介護保険制度の円滑な実施

を目指すため、令和３年度から令和５年度までの３か年計画として「江別市高齢者総合計画」

を策定するなど、高齢者が安心･安全にいきいきと暮らせる環境づくりと地域で支え合えるま

ちづくりを目指した取組を進めています。

今後も、少子高齢化やライフスタイルの多様化等を踏まえ、男女がともに家族として責任を

担い、育児や介護等を地域社会で支える体制の充実等を図るほか、性別による固定観念の解消

や習慣等の是正に向けた視点を取り入れた学習の機会や情報の提供、意識変革を促すための啓

発活動等に取り組んでいく必要があります。

基本方針４

子育てや介護等、家庭生活における男女共同参画の推進 ＜女性活躍推進計画＞
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1.6

2.4

2.0

2.2

1.9

33.6

37.5

27.4

17.0

16.4
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20.8

15.6

20.5

22.1

29.2

36.0

30.5

26.7

26.8

26.8

15.8

18.0

20.4

24.7

30.3

32.8

26.4

37.4

21.5

14.5

18.0

20.7

20.3

20.6

23.8

18.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H20年度

H24年度

H29年度

R3年度

R4年度

R5年度

（R5）男性

（R5）女性
23.0

17.5

図１６ 江別市の男性は「仕事」女性は「家事・育児」という考え方について

※）資料：「市民アンケート 」

賛成 どちらかといえば賛成 どちらかといえば反対 反対 わからない・無回答

20.0

※H20年度…旧計画策定時

※H24年度…計画策定時

※H29年度…計画見直し時

- 16 -



100.0
57,523
100.0

63,533
100.0

121,056
100.0

不詳

189
0.3
85
0.1

274
0.2

849
1.5

469
0.7

1,318
1.1

総数

57,391
100.0

65歳～

8,218 12,769 12,682 11,799

63,245
100.0

120,636

（人）

0～9歳 10～19歳 20～29歳 30～39歳

（％）

7.3 11.5 11.6 10.1 13.3
6,578 6,658 5,776 7,654 7,721

4,346女性 20,907

男性

14.1 7.9 29.4
4,979 18,615

9.4 9.4

4,199 5,726 5,456 5,776 7,935 8,719
（％） 6.6 9.0 8.6 9.1 12.5 13.7 6.9 32.9

12.7 13.4 7.0 30.4
総数 8,520 11,678 11,335 11,379
（％） 7.0 9.6

15,370 16,231

15,8765,603 7,435 7,512 4,096
10.2 9.7 12.9 13.1

8,442 36,783

5,879
7.1 27.6

4,321 5,952
10.5 9.8

（％） 7.5 10.4

令和２年

13.8 8.0 27.010.6 13.3
総数

24.3

平成27年

9,617 32,585

4,638 13,970

6.4 9.8 9.5 9.5
16,075 16,617

13.3
女性 4,011 6,191

（％） 6.8

13.5 8.1

40～49歳 50～59歳 60～64歳

6,024 6,023 8,421 8,896
（％）
男性 4,207

6.8

7.3

6.4

10.6

11.5

9.8

10.5

11.6

9.5

9.8 

10.1 

9.5 

13.3 

13.3 

13.3 

13.8 

13.5 

14.1 

8.0 

8.1 

7.9 

27.0 

24.3 

29.4 

0.2 

0.3 

0.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H27全体

H27男性

H27女性

0～9歳 10～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～64歳 65歳～ 不詳

7.0

7.5

6.6

9.6

10.4

9.0

9.4

10.2

8.6

9.4 

9.7 

9.1 

12.7 

12.9 

12.5 

13.4 

13.1 

13.7 

7.0 

7.1 

6.9 

30.4 

27.6 

32.9 

1.1 

1.5 

0.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R2全体

R2男性

R2女性

0～9歳 10～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～64歳 65歳～ 不詳

※）資料：総務省「 国勢調査 」

※）資料：総務省「 国勢調査 」
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※）資料：「市民アンケート 」（回答は３つまで可）

図１７ 江別市の男女共同参画社会の実現に向け重要なこと

図1８ 江別市の年齢階層別人口の割合（上：平成２７年、下：令和２年）

表８ 江別市の年齢階層別・男女別人口の推移

法律や制度の見直し 女性に対する偏見、社会通念等を改変

政策決定過程への女性登用拡大 仕事と家庭が両立できる制度、仕組みの改善

学習機会の充実 相談窓口の充実

その他 わからない・無回答

※H20年度…旧計画策定時

※H24年度…計画策定時

※H29年度…計画見直し時

- 17 -



「男女共同参画白書」によると、ＤＶ相談件数は年々増加しており、令和４年度の配偶者暴
力相談支援センターへの相談件数は１２２，０１０件（令和２年度に過去最高１２９，４９１
件）で、依然として高水準で推移しており、令和２年４月に開設されたＤＶ相談プラスに寄せ
られた相談件数は４７，９７１件となっています。また、令和５年度「男女間における暴力に
関する調査」では、結婚経験のある人のうち配偶者から暴力を受けたことがある人は、女性が
２７．５％、男性は２１．９％となっており、女性の被害が多いものの、男性の被害も増加傾
向にあります。

「市民アンケート」による親密な関係にある人々の間で起こる身体的・精神的・性的暴力
（ＤＶ）に関する意識調査では、「暴力を受けたことがある」との回答が男性３．０％、女性
１０．９％（図１９）、セクハラについては「受けたことがある」との回答が男性０．７％、
女性９．５％（図２０）となっており、女性が被害者となるケースが多くなっています。
ＤＶやセクハラを受けた人の相談先としては、「家族・親族」「友人・知人」が多いほか、

「相談しなかった」という回答も多く（Ｐ１９図２１）、相談しなかった理由としては、「相
談しても無駄だと思ったから」「自分さえ我慢すれば、何とかなると思ったから」が多くなっ
ています（Ｐ１９図２２）。
江別市における暴力根絶にかかる取組は、主に健康福祉部に設置されている母子・父子自立

支援員により、相談受付や関係機関と連携した支援を進めています。ＤＶ（配偶者の暴力）に
関する相談件数は年度によってバラつきがあるものの（Ｐ１９表９）、女性に対する暴力は固
定的な性別役割分担意識や男女の社会的・経済的格差などの社会状況に根ざした構造的な問題
に起因していることもあり、早期対応等の未然防止に向けた取組が重要であることから、今後
も関係機関との連携を図りながら意識変革に向けた啓発活動や相談・支援体制の整備などを進
めていく必要があります。

図２０ 性的いやがらせ（セクハラ）を経験したり、見聞きしたことのある人の割合 (男女別) (令和５年度)

※）図１９、図２０ 資料：「市民アンケート 」（いずれも複数回答あり）
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男性（回答者数 269人）
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噂を耳にしたことがある

男性（回答者数 269人）

女性（回答者数 377人）

（％）

（％）

基本方針５

あらゆる暴力根絶の取組

図１９ 身体的・精神的・性的暴力を経験したり、見聞きしたことのある人の割合 (男女別) (令和５年度)
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（件）

一時保護として女性相談援助
センターに送致した件数

ＤＶを主な内容とした相談件数 11 3

2

21 26

1 22

表９　江別市の家庭児童相談員兼母子・父子自立支援員が対応したＤＶ相談件数等の推移　　　

R4年度 R5年度R2年度 R3年度

注）Ｒ２、Ｒ３年度のＤＶを主な内容とした相談件数は、他機関と連携し対応を行った件数のみ計上し、Ｒ4年度以降は、

すべての相談件数を計上。
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１．相談するほどのことではないと

思ったから

２．自分にも悪いところがあると思ったから

３．自分が受けている行為がＤＶまたは

セクハラにあたるとは思わないから

４．相談しても無駄だと思ったから

５．恥ずかしくて誰にも言えないと
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６．自分さえ我慢すれば、何とかなる

と思ったから

７．相談先がわからなかったから

８．その他

男性（回答者数 6人）

女性（回答者数 29人）

図２２ ＤＶ・セクハラを受けたが、どこにも、だれにも相談しなかった理由（男女別）

（令和５年度）

（％）

※）図２１、図２２ 資料：「市民アンケート 」（いずれも複数回答あり）

（％）
図２１ ＤＶ・セクハラを受けた人の相談先（令和５年度）

回答者数 77人

※）資料：健康福祉部子育て支援課
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女性も男性も、各人が互いに身体的特質を十分に理解しあい、人権を尊重しつつ、相手に対

する思いやりをもって健康でいきいきと生きていくことは、男女共同参画社会の形成に当たっ

ての前提となるものです。特に女性は妊娠や出産など、生涯を通じ男性とは異なる健康上の問

題に直面することから、男女の生殖機能の差異を男女ともに正しく認識し、相互に心身及び健

康について正確な知識と情報を持ち、健康を享受できるように努める必要があります。

「男女共同参画白書」によると、令和４年の平均寿命は女性が８７．０９年、男性が８１．

０５年となり、世界でも高い水準を示しています。一方、令和元年の健康寿命は、女性は７

５．３８年、男性は７２．６８年であり、平均寿命と健康寿命の差（日常生活に制限のある

「不健康な期間」）は、女性が約１２年、男性が約８年となっています。

また、女性特有のがんである子宮頸がん・乳がんは５年相対生存率が高く、早期発見が重要

ですが、我が国における女性のがん検診の受診率は徐々に上昇しているものの、令和４年の子

宮頸がん及び乳がん検診受診率は第５次男女共同参画基本計画における成果目標（令和４年度

までに５０％）を達成していません。

江別市保健センターで実施している子宮頸がん・乳がん検診の総受診者数及び受診率は多少

の増減を繰り返しながらも、減少傾向にあります。今後も受診率を向上させるため、引き続き

健康管理意識の啓発を推進していく必要があります（図２３・図２４）。

また、江別市においては、市民と市民団体や関係機関及び行政がそれぞれ取り組むべき行動

計画として、平成２６年度から「えべつ市民健康づくりプラン２１（第２次）」を策定し、

「誰もが健康的に安心して暮らせるえべつ」を基本理念として取組を進めています。

「市民アンケート」では、「リプロダクティブ・ヘルス／ライツ（性と生殖に関する女性の

健康と権利）」の認知割合が低いことから（Ｐ７表２）、今後も健康づくりや支援を目的とし

た様々な学習の機会や保健事業などを通じ、生殖機能の差異の認識や性と生殖に関する健康と

権利に関する意識の浸透及び、女性の妊娠・出産に関わる機能の重要性や妊娠・出産・避妊等

を選択する女性の権利について、男女が互いに理解を深めるための意識啓発等を図っていく必

要があります。

基本方針６

生涯にわたる男女の健康支援

3,269 3,116 3,136

2,393 2,530 2,519 2,491

20.9 21 20.3 
17.8
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図２３ 子宮頸がん検診総受診者数・受診率

図２４ 乳がん検診総受診者数・受診率

(人) (％)

(人) (％)

※）図２３、図２４ 資料：健康福祉部保健センター
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平成１７年国連防災世界会議において、わが国の発表した防災協力イニシアティブには、防

災分野における社会的性別（ジェンダー）の視点が明記され、男女共同参画の視点を取り入れ

た防災体制の確立について「防災基本計画」に明記する修正案が平成２０年２月の中央防災会

議において決定されました。

この決定を受けて、男女のニーズの違いなど男女双方の視点に十分配慮すべき事項について

地域防災計画に規定するよう自治体に対し要請し、その推進と防災に関する政策・方針決定過

程への女性の参画の拡大を図っていくこととされています。

平成２４年６月には、災害対策基本法が改正され、都道府県防災会議の委員に女性を含む多

様な主体の参画を促進するための規定が盛り込まれました。

東日本大震災をはじめ、近年全国各地で地震や水害等の自然災害が発生しており、被害予測

の難しい災害に対応するためには、市民一人ひとりが防災に関する知識を身につけ、防災・復

興体制の整備・確立が不可欠となっています。

江別市としても、こういった災害を身近な問題として危機管理に努め、これまでも防災に関

する情報提供や防災訓練、講習会などの学習の機会の提供など様々な取組を行っています。近

年、江別市の女性消防団員の割合はほぼ横ばいを保っており（表１０・図２５）、今後も防災

体制の整備や防災に関する知識の普及などの取組を進める中で、性別による固定的役割分担意

識の見直しのための啓発や防災分野における政策や方針決定過程への女性を含む多様な主体の

参画拡大等を図っていく必要があります。

表１０　江別市消防団員数の推移

基本方針７

男女共同参画の視点に立った防災・災害復興体制の整備

24
23 23 22 23 21

20

12.4 11.9 11.7 11.6 12.6 11.7 11.0

0
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H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

女性消防団員数

消防団員に占める女性の割合

※）表10、図２５ 資料：消防本部総務課

（人） （％）
図２５ 江別市の女性消防団員数及び消防団員に占める女性割合の推移

H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

全消防団員数 193 194 194 196 190 183 179 181

女性消防団員数 23 24 23 23 22 23 21 20

消防団員に占める女性の割合 11.9 12.4 11.9 11.7 11.6 12.6 11.7 11.0
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 （３） 数値目標の達成状況

重点項目の数値目標は、進捗状況を把握した結果を効果的な推進につなげていくため、過去
のデータの推移や現在の状況、今後の見通しなどを勘案した上で、平成３１年３月の「江別市
男女共同参画基本計画」見直し時に、計画の最終年度である令和５年度までの目標値として設
定したものです。
「市民アンケート」による意識調査では、計画見直し時と比較すると、いずれも数値が上昇

していますが、「３職場で男女が平等となっていると思う人の割合」と「４ 男女共同参画の
考え方が必要だと思う人の割合」は、令和５年度の目標値に届かなかったことから、今後も引
き続き、男女共同参画に関するわかりやすい広報・啓発活動や意識づくりに向けた取組、働く
女性のための環境整備をより一層推進していく必要があります。

５５．０％以上

目標値
（令和5年度）

５５．０％以上

４３．４％

８０．２％

４５．０％以上

８５．０％以上

令和５年度

５７．０％

５９．９％

７７．８％

1

2

3

4

２３．３％

５５．６％男女共同参画の考え方が必要だと思う人の割合

職場で男女が平等となっていると思う人の割合

家庭生活で男女が平等となっていると思う人の割合

地域社会で男女が平等となっていると思う人の割合

項　　　　　目 計画策定時
（平成24年度）

３３．５％

３９．８％

計画見直し時
（平成29年度）

４７．６％

５０．４％

３５．０％
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※庁内の各部署における男⼥共同参画基本計画に掲げる基本⽅針に関連する
事業として実施したものを、基本⽅針ごとにまとめたものです。

※ 部分は、重点項目「男⼥平等・共同参画社会の実現に向けた
意識づくり啓発の推進」と、「働く⼥性のための環境整備」に関連する
事業です。
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基本方針 事業名 担当部署
重点
項目 ページ

男女共同参画啓発事業 市民生活課 ○ 26

出前講座開催事業 市民生活課 ○ 26

男女共同参画セミナー等開催事業 市民生活課 ○ 26

男女共同参画関係団体との連携・支援 市民生活課 ○ 26

ＬＧＢＴなどの性の多様性の理解促進 市民生活課 ○ 26

パートナーシップ宣誓制度関連事務 市民生活課 ○ 26

男女共同参画特集コーナーの設置事業 情報図書館 ○ 26

江別市女性団体協議会補助金 生涯学習課 ○ 26

いじめ防止対策事業 教育支援課 ○ 26

不登校児童生徒支援事業 教育支援課 ○ 26

「心の教室」相談事業 教育支援課 ○ 26

スクールカウンセラー事業 教育支援課 ○ 26

スクールソーシャルワーカー事業 教育支援課 ○ 26

職員研修事業 職員課 28

人事異動関連事務（女性管理職登用） 職員課 28

職員採用事務 職員課 28

審議会等への女性委員の登用促進 市民生活課 28

市内大学等インターシップ事業 職員課 28

建設工事に係る競争入札参加資格格付 契約管財課 28

江別まちなか仕事プラザ事業 商工労働課 ○ 28

江別市における給与・雇用実態調査事業 商工労働課 28

都市と農村交流事業 農業振興課 28

創業スタートアップ支援事業 企業立地課 28

キャリア教育推進事業 学校教育課 28

消防職員研修費  消防本部総務課 28

特定事業主行動計画関係事務 職員課 ○ 30

各種休暇制度の取得促進 職員課 ○ 30

家族等介護者も含めた相談支援 介護保険課 ○ 30

認知症高齢者家族やすらぎ支援事業 介護保険課 30

認知症カフェ認証制度 介護保険課 30

認知症高齢者等の行方不明時における支援体制の構築 介護保険課 30

介護マークの配布 介護保険課 32

こんにちは赤ちゃん事業 子育て支援課 32

親と子の絵本事業 子育て支援課 32

児童館地域交流推進事業 子育て支援課 32

放課後児童クラブ運営事業 子育て支援課 ○ 32

放課後児童クラブ運営費補助金 子育て支援課 ○ 32

放課後児童クラブ待機児童対策事業 子育て支援課 ○ 32

豊幌こども広場開設事業 子育て支援課 ○ 32

 子育て支援短期利用事業（ショートステイ事業） 子育て支援課 ○ 32

 子育て支援夜間養護等事業（トワイライトステイ事業） 子育て支援課 ○ 32

ファミリーサポート事業 子育て支援課 ○ 32

子育て情報電子配信事業 子育て支援課 ○ 32

待機児童解消対策事業 子ども育成課 ○ 34

延長保育事業 子ども育成課 ○ 34

一時預かり事業 子ども育成課 ○ 34

子育て支援センターすくすく管理運営事業 子ども育成課 ○ 34

民間子育て支援センター事業の推進  子ども育成課 34

あそびのひろば事業  子ども育成課 34

施策関連実施事業報告書一覧

１ 男女平等・共同参画社会の実
   現に向けた意識づくり啓発の
   推進

２ 政策や方針決定過程への女性
   の参画拡大と女性の力を活か
   した政策の推進

３ 就労・雇用・起業など働く人
   たちの男女共同参画の推進

４ 子育てや介護等、家庭生活に
   おける男女共同参画推進
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基本方針 事業名 担当部署
重点
項目 ページ

施策関連実施事業報告書一覧

労働安全衛生費（ハラスメント相談窓口設置） 職員課 36

労働安全衛生費（ハラスメント対策） 職員課 36

暴力根絶啓発事務 市民生活課 36

若年者ＤＶ防止啓発事業 市民生活課 36

市民相談事業 市民生活課 36

人権啓発活動地方委託事業 市民生活課 36

住民記録事務 戸籍住民課 36

家庭児童相談事業 子育て支援課 36

母子・父子福祉相談事業 子育て支援課 36

江別市家庭児童対策地域協議会事業 子育て支援課 36

子ども家庭総合支援拠点運営経費 子育て支援課 36

健康づくり推進事業 保健センター 38

健康教育事業 保健センター 38

健康相談経費 保健センター 38

成人検診推進事業 保健センター 38

子育て世代包括支援事業 保健センター 38

母子健康教育経費 保健センター 38

妊婦健康診査経費 保健センター 38

乳幼児健康診査推進事業 保健センター 38

母子保健相談経費 保健センター 38

 成人検診推進事業（がん検診受診促進経費） 保健センター 38

防災会議委員報酬等 危機対策・防災担当 40

災害対応物品整備事業 危機対策・防災担当 40

地域防災力向上支援事業 危機対策・防災担当 40

消防団運営費  消防本部総務課 40

救急業務高度化推進事業  消防本部警防課 40

７ 男女共同参画の視点に立った
   防災・災害復興体制の整備

５ あらゆる暴力根絶の取組

６ 生涯にわたる男女の健康支援
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１　男女平等・共同参画社会の実現に向けた意識づくり啓発の推進

男女共同参画啓発事業 市民生活課 男女共同参画に関する情報を広報やホームページで紹介する。
また、リーフレット等を作成して各施設に配置し、広く市民に情
報を提供する。

出前講座開催事業 市民生活課 希望する団体やグループの要請により、市職員を講師として派
遣し、本市の条例や基本計画など男女共同参画の啓発と意識
の高揚を図る。

男女共同参画セミナー等開催事業 市民生活課 市民を対象とした講演会及びワークショップの開催により、男
女共同参画に関する意識啓発を行い、男女共同参画社会につ
いての理解を深める。

男女共同参画関係団体との連携・支援 市民生活課 男女共同参画に関する活動をしている団体を支援し、指導者の
育成と地域に向けた情報発信や団体相互の交流の促進を行
う。
 〔対象団体〕 江別市男女共同参画推進連絡協議会
（会員：18団体、42個人）

ＬＧＢＴなどの性の多様性の理解促進 市民生活課 ＬＧＢＴなどの性の多様性に関する情報を広報やホームページ
で紹介する。また、啓発カードを作成して各施設に配置し、広く
市民に情報を提供する。

パートナーシップ宣誓制度関連事務 市民生活課 互いを人生のパートナーとし、日常生活において相互に協力し
合う関係であることを宣誓した性的少数者を含むカップルに対
してパートナーシップ宣誓書受領証を交付する。

男女共同参画特集コーナーの設置事業 情報図書館 男女共同参画に関する図書を集めた特集コーナーを設置し、情
報の提供や啓発活動を行う。

江別市女性団体協議会補助金 生涯学習課 男女共同参画の推進や地域コミュニティ醸成等の活動を行う女
性団体協議会への支援を行う。

いじめ防止対策事業 教育支援課 ＬＧＢＴ等の性的少数者であることでいじめをうけてしまった児
童生徒を含む、いじめに悩む児童生徒の支援を行う。

不登校児童生徒支援事業 教育支援課 ＬＧＢＴ等の性的少数者であることが原因で不登校になってし
まった児童生徒を含む、不登校に悩む児童生徒の支援を行う。

「心の教室」相談事業 教育支援課 ＬＧＢＴ等の性的少数者であることに悩む児童等を含む、悩みを
抱える児童等に対して心の教室相談員を学校に派遣し、相談業
務を行う。

スクールカウンセラー事業 教育支援課 臨床心理士等をスクールカウンセラーとして学校に派遣し、生
徒等のＬＧＢＴ等の性的少数者であることへの悩みを含む相談
業務を行う。

スクールソーシャルワーカー事業 教育支援課 いじめ・不登校・非行・ＬＧＢＴ等の性的少数者であることへの悩
みなど課題を抱える児童生徒、保護者及び学校への支援を行
う。

事業名 所属
事業の概要

(目的、対象、手段等)
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実施内容 決算額(千円)

○広報えべつに関連記事を掲載し、周知した。掲載回数5回（6、10、12、1、3月号）
○内閣府や北海道等の関係機関から送付される啓発パンフレット等を関係団体に周知するとともに
各施設に配置した。
○令和3年度に改訂した男女共同参画リーフレット、アンコンシャスバイアス（無意識の思い込み）理解
促進リーフレットを各施設等に配置し、市民に男女共同参画について周知した。
〇第３次江別市男女共同参画基本計画の作成及び配付（371部）

292

出前講座事業の啓発に努めたものの、「男女共同参画について」の依頼はなかった。
－

○「男女平等・共同参画社会の実現に向けた意識づくり啓発の推進」を図るため、「ジェンダー平等の
実現」をテーマとした講演会とワークショップを開催した。
・題名：「ジェンダー平等の視点から考えるSDGｓについて」
・講　師：有坂美紀氏
・開催日：10月15日(日）
・参加者：講演37名 ワークショップ18名

80

○関係団体との連携・支援
・江別市男女共同参画推進連絡協議会との共催による男女共同参画セミナーの開催。
・江別市男女共同参画推進連絡協議会の活性化に向けた人的支援。

68

○広報えべつに関連記事を掲載し、周知した。掲載回数2回（10、11月号）
○ホームページで相談窓口について掲載し、周知した。
○啓発カードを作成し、各施設等に配置し、市民に周知した。
〇「性の多様性に関するガイドブック」を事業所等に配付した。

－

○広報えべつ（10月号）、ホームページ、ＳＮＳ等により周知した。
〇出前講座にて「江別市パートナーシップ宣誓制度」について講義した。
○パートナーシップ宣誓手続及び受領証の交付
○自治体間連携の締結（旭川市ほか７町、小樽市、滝川市、帯広市、深川市、釧路市）
○江別生活ガイドブックへの掲載：各種届出窓口に掲載した。

1

〇「男女共同参画特集コーナー」の設置
・設置回数：1回
・設置期間：6/24～7/27
　（※男女共同参画週間：6/23～29）

－

江別市女性大会や研修会など女性団体活動を行う江別市女性団体協議会へ補助金を交付した。
※江別市女性団体協議会(R5年度)
 ・加盟団体：16団体
 ・主催事業参加者数：1,629人

400

○専任指導員によるいじめ等の相談（来庁、電話相談）を実施 1,167

○専任指導員による不登校等の相談（来庁、電話相談）を実施
○臨床心理士による教育相談を実施
・相談回数：原則月2回

12,245

心の教室相談員を市内全小学校に派遣し、児童等が抱える様々な課題や悩みについて相談を行っ
た。
・派遣学校数：17校
・延べ相談件数：14,228件/年

5,158

スクールカウンセラーを小中学校へ派遣し、児童生徒が抱える様々な課題や悩みについて相談を行っ
た。
・派遣学校数：25校（中学校8校、小学校17校）
・延べ相談件数：730件/年
※報酬は道費負担（市は事務費のみ）

32

スクールソーシャルワーカー3名を教育委員会に配置し、様々な課題を抱える児童生徒、保護者及び
学校への相談支援を行った。
・支援児童生徒数：206人

7,210

令和5年度実績
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２　政策や方針決定過程への女性の参画拡大と女性の力を活かした政策の推進

職員研修事業 職員課 職員研修事業において、女性の参画意識を醸成し、女性の地位向
上や能力強化につなげる。

人事異動関連事務
（女性管理職登用）

職員課 組織体系の中で、適正な能力評価を前提としながら、女性管理職
の登用など、組織の意思決定の場において女性の参画を促進す
る。

職員採用事務 職員課 複雑･多様化する行政課題に対応できる有能で多様な人材を確保
するため､平等取扱いの原則、能力の実証に基づき､どの職種にお
いても男女を問わず競争試験により採用を行う｡

審議会等への女性委員の登用促進 市民生活課 審議会等への女性の参画により、多様な価値観を反映することで、
新たな発想が得られたり組織の活性化が図られる。

３　就労・雇用・企業など働く人たちの男女共同参画の推進

市内大学等インターンシップ事業 職員課 市内大学との連携により、学生の職業意識の向上及び市政に対す
る理解を促進するとともに、将来、市内で活躍できる人材を、男女
を問わず育成するため、市内大学の在学生を、市の各部署にイン
ターンシップ実習生として受け入れ、就業体験実習を実施する。

建設工事に係る競争入札参加資格格付 契約管財課 江別市競争入札参加資格者名簿に登録する工事業者の格付にお
いて、女性技術者の雇用がある市内業者に加点を行う。なお、格付
は隔年で行う。

江別まちなか仕事プラザ事業 商工労働課 女性とシニアをメインターゲットにした就労支援拠点施設を商業施
設内に開設する。隣接する子育て支援施設と連携し、女性の就労
を支援する。
キャリア支援員が常駐し、就職相談、各種無料セミナー、企業説明
会を開催する。

江別市における給与・雇用実態調査事業 商工労働課 江別市内の民間事業所における労働実態を把握し、労働状況改
善、雇用安定などの基礎資料とするため、江別商工会議所と共催
で調査を行う。

都市と農村交流事業 農業振興課 都市と農村の交流を推進するため、グリーンツーリズム関連事業者
との連携を図るとともに、各種イベントの開催を支援する。

創業スタートアップ支援事業 企業立地課 江別市民又は江別市内で新たに事業を起こすことや、既存企業が
新事業を創出することで、地域経済が活性化することから、創業支
援のための事業を実施する。

キャリア教育推進事業 学校教育課 子どもたちが将来、社会的・職業的に自立し、社会の中で自分の役
割を果たして、自分らしい生き方を実現できるよう、中学生の職場
体験や、幅広い専門的知識を有する社会人による講演を実施す
る。

消防職員研修費 消防本部
総務課

消防職の志望者を男女問わず増加させ、より良い人材を確保する
ため、職員課が開催する消防職採用ガイダンスで消防の仕事内容
を説明し、仕事内容に対する理解の促進を図るもの。

事業名 所属
事業の概要

(目的、対象、手段等)

事業名 所属
事業の概要

(目的、対象、手段等)
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実施内容 決算額(千円)

○各種職員研修の開催
政策形成（基礎）研修、政策形成能力（実践）研修、課題発見・問題解決力強化研修、政策法務（基礎）研修、
ハラスメント研修、職場リーダー研修、接遇応対力向上研修、キャリアデザイン研修、クレーム対応力強化研
修、救急救命講習会、派遣研修（各研修所）、人事評価研修、通信講座助成、資格取得費助成　ほか
・研修実施数：２２回／年
・参加延べ人数：５５３人（うち女性　１６９人）

6,090

○女性管理職（令和５年４月１日現在）
・部長職０人、部次長職１人、課長職１３人、計１４人
○令和５年４月１日付け女性管理職新規登用　０人

－

○職員採用試験の実施状況
・令和5年度
　延べ受験者：484人（うち女性：100人）  採用者：25人（うち女性：7人）

4,227

各種審議会委員の女性登用状況等を江別市男女共同参画推進本部や庁内関係部局に情報提供するととも
に、女性委員の登用を促進するよう努めた。
○女性委員登用率 (令和5年4月1日：30.9％   令和5年10月1日：31.0％)

－

実施内容 決算額(千円)

○市内大学を通して、市の各部署に学生を受け入れ、８月に実働１５日間の就業体験実習を実施
・インターンシップ実習生の受入人数
　６人

30

格付は隔年で行い、令和４年度に実施しているため、令和５年度は実績なし。

－

○就労支援拠点施設を設置し、求職者や事業者に向けたセミナーや企業説明会を開催した。また、企業訪
問により江別市内の登録企業を増やしながら、就労相談を実施した。
・登録企業数　118社
・セミナー開催数　167回
・セミナー参加者数　904人
・就職者数　165人
○登録企業に対しアンケートを実施し、チラシやホームページで子育て応援企業の紹介を行うことで、子育
てをしながら働きたい女性とのマッチングを図った。
・紹介企業数　25社

23,244

江別商工会議所で選定した市内300事業所に対し、一斉に調査を実施した。
･回答数　141事業所
・回答率　47％
集計結果をまとめた統計資料を回答事業所、道内各市及び関係機関へ送付した。

－

○江別市内の農家女性が中心となり、手作りの農畜産物加工品のＰＲや販売をする「加工品フェア」を実施
した 。

900

○創業を目指す方のために、中小企業診断士の資格を持つ相談員が相談を実施
 ・ 相談員　　　1人
 ・ 相談者数　２４人（うち女性　  ８人）
 ・ 相談回数　４７回（うち女性  　１３回）
○市内で創業を促進することを目的とした「江別市創業支援セミナー」の開催
 ・ 開催日　令和５年９月２日
 ・ 参加者数　３０人（うち女性１６人）
○創業に必要な知識を身に付けてもらうことを目的とした江別市実践創業塾の開催
 ・開催日　令和５年　９月２８日、１０月５日、１０月１２日、１０月１９日
 ・参加者数　１３人（うち女性８人）
○創業機運醸成事業への補助
 ・ 実施事業者への補助金を交付

3,291

○キャリア教育の一環として実施する中学生の職場体験は、令和２年度から令和４年度まで感染症拡大防
止の観点から中止していたが、令和５年度は市内１２７事業所にご協力いただき、９月～１０月の間の連続２
日間で７８４名が職場体験を行った。
○複数の職種や様々な経験を持つ社会人を教育活動の講師として活用し、社会的・職業的自立に向け、必
要な基盤となる能力や態度を育てるための取組を行った。

837

・ホームページへの掲載継続実施
・札幌学院大学公務員説明会への説明員派遣
・各説明会への職員派遣依頼時に対応（消防の紹介について） －

令和5年度実績

令和5年度実績
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４　子育てや介護等、家庭生活における男女共同参画推進　　

特定事業主行動計画関係事務 職員課 「江別市職員の仕事・子育て・女性活躍に関する行動計画」に基
づき、ワークライフバランスと女性職員活躍の推進を図ってい
る。

各種休暇制度の取得促進 職員課 育児休業制度等の各種休暇制度を周知し、働きやすい環境づく
りを推進する。

家族等介護者も含めた相談支援 介護保険課 【目的】
・介護保険サービスの利用により、有する能力に応じ自立した
日常生活を営むことができるようになる
・家族の介護負担の軽減を図る
【対象】
高齢者やその家族
【手段】
地域包括支援センター及び居宅介護支援事業所等に所属する
介護支援専門員（ケアマネジャー）等が、高齢者の家族等から受
ける介護に関わる悩みや相談に応じ、相談者に必要なサービス
の紹介や利用に向けた調整を行う。

認知症高齢者家族やすらぎ支援事業 介護保険課 【目的】
・家族の心身の負担の軽減を図る
・認知症の人を介護している家族が休息や外出ができるように
なる
【対象】
在宅生活を営む認知症高齢者とその家族
【手段】
認知症の症状の正しい知識や接し方に関する基礎研修を受け
たボランティアが認知症高齢者の自宅を訪問し、家族に代わっ
て話し相手となって見守りを行う。

認知症カフェ認証制度 介護保険課 【目的】
・家族の認知症に係る相談先の確保と心身の負担の軽減を図
る
・認知症の人の社会参加が図られる
【対象】
認知症高齢者とその家族、関係者
【手段】
　認知症の人やその家族、介護の専門職やボランティア、地域
住民など、誰もが気軽に参加できる市内の認知症カフェを市独
自の認証制度を設け、認証した認知症カフェの活動を支援す
る。

認知症高齢者等の行方不明時における
支援体制の構築

介護保険課 【目的】
・認知症の症状により帰宅困難・行方不明になった高齢者等を
早期に発見・保護する
・行方不明になった認知症高齢者等の発見・保護への支援によ
り、家族の心身の負担軽減を図る
【対象】
認知症高齢者等
【手段】
1. 認知症高齢者等の帰宅困難・行方不明が確認された際に、
現在位置情報を確認することができるＧＰＳ端末を貸し出しす
る。
2. 警察署が、高齢者等の帰宅困難・行方不明による捜索依頼
を受けた場合に、捜索協力関係機関（JR・バス会社・タクシー会
社・消防など）へ情報提供を行うSOSネットワークシステム（事
務局：江別保健所）について、周知拡大と利用促進に向けた支
援を行う。

事業名 所属
事業の概要

(目的、対象、手段等)
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実施内容 決算額(千円)

○新規採用職員研修においてワークライフバランスに係る内容の研修を実施
○職員向けの子育て支援ガイドの周知
○課長職及び主幹職昇任者を対象にワークライフバランスに係る内容の研修を実施

－

○新規採用職員研修での休暇制度等の周知
○育児休業対象者へのQ&Aの配付
○各種休暇制度の職員周知
・育児休業取得率（男性５９．４％　女性１００％）
・年次休暇取得日数（平均１３．９日）
○職員向けの子育て支援ガイドの周知
○課長職及び主幹職昇任者を対象にワークライフバランスに係る内容の研修を実施

－

地域包括支援センターによる高齢者への介護等に関する総合相談支援業務のほか、地域包括支援セ
ンター及び居宅介護支援事業所等に所属する介護支援専門員（ケアマネジャー）等が、高齢者の身体
状況や生活状況を把握し、必要な医療・介護・福祉サービス等の利用に向けた紹介や調整を行う等の
取組によって介護家族の負担軽減等を図った。

－

在宅生活を営む認知症高齢者の自宅に、認知症の症状や正しい知識・接し方を学ぶ基礎研修を受講し
たボランティアを派遣し、家族に代わって話し相手や見守りを行うことによって、認知症高齢者等の
介護を担う家族の休息や外出を支援することで、心身の負担軽減を図った。

457

認知症になっても地域のサロンや茶話会等の通いの場に参加し続けられるように、参加者同士の交
流を通じて認知症や介護の理解を深め、支え合う地域づくりを進めた。

－

認知症の高齢者等が、安心して住み慣れた地域で暮らし続けるためには、外出時に帰宅困難・行方不
明となった場合に、地域住民や高齢者を支える関係団体の協力や連携を得ながら、早期発見・保護に
つなげるための体制の構築を図った。

【事業名】
①認知症高齢者等行方不明時位置検索サービス事業
②認知症高齢者等みまもりあいステッカー事業
③認知症高齢者SOSシステムネットワーク事業（江別保健所所管）の支援

15

令和5年度実績
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４　子育てや介護等、家庭生活における男女共同参画推進　　

介護マークの配布 介護保険課 【目的】
介護している人が、介護中であることが認識されずに誤解や偏
見を受けることを防ぐ
【対象】
介護が必要な高齢者等を介護する家族や関係者
【手段】
介護中であることを周囲の人に示す「介護マーク」を配布する。

こんにちは赤ちゃん事業 子育て支援課 生後4か月までの赤ちゃんのいる家庭を主任児童委員が中心
となって訪問し、子育てに関する情報提供や、子育てに関して
必要な支援についての調整を行う。

親と子の絵本事業 子育て支援課 「こんにちは赤ちゃん」事業との連携により、生後4か月までの
赤ちゃんのいる家庭を訪問する際に絵本を配布し、親子のコ
ミュニケーションの時間を共有してもらうことにより、子育て支
援の一助とする。

児童館地域交流推進事業 子育て支援課 地域の人々のふれあいや異年齢の児童との交流を通じて、各
種行事やイベントに参加することで、仲間同士の協力、自主性、
可能性を引き出し、児童の健全育成を図る。

放課後児童クラブ運営事業 子育て支援課 保護者の就労等により日中家庭に保護者がいない児童を対象
として、放課後の児童の生活の場を確保し、児童の健全育成を
図るため、江別第一小学校内に開設した放課後児童クラブの運
営を民間事業者に委託する。

放課後児童クラブ運営費補助金 子育て支援課 保護者の就労等により日中家庭に保護者がいない児童を対象
として、放課後の児童の生活の場を確保し、児童の健全育成を
図るため、民間の放課後児童クラブに対して運営費の一部を補
助金として交付する。

放課後児童クラブ待機児童対策事業 子育て支援課 放課後児童クラブの待機児童を対象として、放課後や学校休業
日に、児童が安全に過ごせる場所を提供するため、学校から直
接児童センターへの来館を可能とするランドセル来館を実施す
る。

豊幌こども広場開設事業 子育て支援課 放課後児童クラブの入会要件を満たさない豊幌小学校の児童
を対象として、放課後の活動場所を確保し、児童の健全育成を
図るため、運営委員会に対して運営費の一部を補助金として交
付する。

子育て支援短期利用事業
（ショートステイ事業）

子育て支援課
子ども家庭支
援担当

保護者が疾病、出産、看護、事故、災害、出張等の社会的事由に
より、一時的に児童の養育が困難となった家庭の児童を、児童
養護施設にて一定期間養育・保護する。

子育て支援夜間養護等事業
（トワイライトステイ事業）

子育て支援課
子ども家庭支
援担当

保護者が仕事その他の理由により、平日の夜間または休日に不
在となり、一時的または緊急的に児童の養育が困難となった家
庭の児童を、児童養護施設にて一時的に保護する。

ファミリーサポート事業 子育て支援課 子育ての援助が必要な人（依頼会員）と援助ができる人（提供
会員）とで会員組織をつくり、子育て支援を地域社会の中で有
償ボランティアで行うことで、子育て家庭が安心して育児・就労
できる環境をつくると同時に、地域で子どもを育てる意識の醸
成を図る。

子育て情報電子配信事業 子育て支援課 民間事業者のスマートフォン無料アプリを活用し、時代のニー
ズに合わせ、タイムリーに子育てに関する情報を配信する。

事業名 所属
事業の概要

(目的、対象、手段等)
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実施内容 決算額(千円)

高齢者の介護を担う家族や関係者等が、異性の衣類の購入等において、周囲の人から介護中である
ことが認識されずに誤解や偏見を受ける場合があることから、介護をしている人が介護中であること
を周囲に理解していただくために、「介護マーク」を配布した。

－

生後4か月（転入者は1歳未満）までの赤ちゃんのいる全家庭を対象に主任児童委員等が訪問。併せて
企業協賛品を配布した。
・家庭訪問件数：654件

1,590

生後4か月（転入者は1歳未満）までの赤ちゃんのいる全家庭を対象に主任児童委員等が訪問し、絵本
を配布。
・家庭訪問件数：654件

766

児童センターを開館し、各種行事やイベントを実施。
・年間開館日数：293日
・年間利用延人数：26,371人

63,009

受託事業者｛（学）江別若葉学園｝に対して運営に係る費用の一部を委託料として支払った。
・年間開設日数：293日
・公設民営の放課後児童クラブに登録のある児童数：64人

16,725

民間の放課後児童クラブに対して運営費の一部を補助金として交付。
・補助対象児童クラブ数：22団体
・年間平均開設日数：279日
・民間放課後児童クラブに入会した児童数：913人

169,607

野幌ひまわり児童センターにおいて、めぐみ児童会の待機児童に対し、ランドセル来館を実施。
・ランドセル来館実施か所：1か所
・ランドセル来館登録児童数：12人

2,170

運営委員会に対して運営費補助金を交付。
・年間開設日数：291日
・年間参加児童数：3人

203

一時的に児童の養育が困難となった家庭の児童を、児童養護施設にて一定期間養育・保護する。
・年間利用児童数：5人（実人数）

78

一時的または緊急的に児童の養育が困難となった家庭の児童を、児童養護施設にて一時的に保護す
る。
・年間利用児童数：0人

0

提供会員が、依頼会員の要請に基づいて援助活動を実施。
・年間活動延件数：670件
・登録会員数：758人

5,236

健診結果の記録や予防接種の管理ができる等、母子手帳を補完する機能持つ無料アプリを活用し、子
育てサービスや、子育てイベントの情報を配信する。
・アプリ利用者数：2,146人

660

令和5年度実績
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４　子育てや介護等、家庭生活における男女共同参画推進　　

待機児童解消対策事業 子ども育成課 保育の提供体制を確保するため、国の進める「子育て安心プラ
ン」に参加し、施設整備を支援する。また、保育の質を維持・向
上するため、保育従事者の人材確保を行うことで、「えべつ・子
育て安心プラン」の具現化を図る。

延長保育事業 子ども育成課 就労等の状況により保育時間の延長が必要な入所者を対象
に、認定区分に応じ保育時間を延長し保育を実施する。
・実施園：市内認可保育施設
・保育時間
　＜短時間認定＞7:15～8:15、16:15～19:15
　＜標準時間＞18:15～19:15
（一部の施設では延長時間が異なる）

一時預かり事業 子ども育成課 ＜一般型＞
保護者の就労形態や傷病、出産、冠婚葬祭及び育児疲れ解消
等、一時的に保育が必要な家庭を対象に、一時預かりを実施す
る。
・実施園　市内認可保育施設10施設
＜幼稚園型Ⅰ＞
幼稚園等の教育施設での教育時間以降や長期休み等に、在園
児を対象とした預かりを実施する。
・実施園　市内幼稚園および認定こども園

子育て支援センターすくすく管理運営事
業

子ども育成課
子育て支援セ
ンター事業推
進担当

子育て中の保護者が、子育てに関する知識等を身に付け、安心
して育児ができるよう支援する。
1. 子育て相談、子育て講演会・講習会の実施
2. 父親の子育て参加の推進
3. 子育てに関する情報の提供

民間子育て支援センター事業の推進 子ども育成課
子育て支援セ
ンター事業推
進担当

子育て支援センター「すくすく」の設置（直営）にあわせ、江別・
野幌・大麻地区に子育ての拠点となる支援センターを設置し、
その運営を民間に委託して行う。

あそびのひろば事業 子ども育成課
子育て支援セ
ンター事業推
進担当

育児の孤立や虐待への移行を防ぐことを目的として、子育てサ
ポーターや民生委員児童委員・主任児童委員とともに、子育て
中の保護者が居住地域において気軽に集い、情報交換や相談
ができる場や機会を提供する。

事業名 所属
事業の概要

(目的、対象、手段等)
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実施内容 決算額(千円)

・子育て支援員研修の実施　1回（8～9月）
・保育人材確保対策に係る事業の実施
　（保育士等人材バンクの利用促進、保育士等宿舎借り上げ支援事業、保育士等奨学金返還支援事業
等）

16,381

・延長保育申請登録者数：1,417人
・延長保育利用者数（延べ）：29,514人

18,396

・一時預かり申請登録者数：1,294人
・一時預かり利用者数（延べ）：87,905人

108,274

子育て相談、子育てに係る講習会の実施、父親の子育て参加の推進、子育て情報の提供等を実施し
た。
【すくすく　開設日数～256日/年　　利用者数～8,355人】
1. 子育て相談、子育て講演会・講習会の実施
　○子育て相談　相談件数：428件/年
　○年齢別講座（一緒に子育て・腹ばいであそぼう）
　・実施回数：9回　　参加人数：124人
　○子育て講習会（心肺蘇生講習・正月飾り講習会・ミニ講座他）
　・実施回数：14回　　参加人数：215人
2. 父親の子育て参加の推進
　○土曜日曜ひろば
　・開催回数：6回　　参加人数：230人（内父親：50人）
　○お父さんと子どものひろば
　・開催回数：年2回　　参加人数：52人（内父親：26人）
　○子育て支援フェスティバル（すくすくまつり）
　・開催日：8/26（土）　参加人数：218人（内父親：27人）
　○父親支援事業
　・開催日：11/12（日）　　参加人数：3人（内父親：1人）
3. 子育てに関する情報の提供
　○すくすく通信の発行：年6回
　○「市内子育て支援センターだより」の発行
　○ＨＰ、広報えべつにて情報の発信

6,537

○どんぐり（江別地区）　開館日数：234 日/年　利用者数：2,705人
○まんまカフェ（江別地区）開館日数：143 日/年　利用者数：1,362人
○ゆうあい（野幌地区）　開館日数：242 日/年　利用者数：2,932人
○わかば（野幌地区）　開館日数：244 日/年　利用者数：4,246人
○もりのこ（大麻地区）　開館日数：243日/年　利用者数：5,474人

38,948

○「地域あそびのひろば」の開設
・実施回数：月1～2回
・実施個所：13か所（直営8か所、民間の支援センター運営5ヵ所
・利用者数：2,535名/年）
・子育てサポーター登録者数：10人
○民生委員児童委員、民間団体が開設するあそびのひろばの広報活動（チラシ配布と毎月広報えべつ
にて開催案内を掲載）

2,908

令和5年度実績
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５　あらゆる暴力根絶の取組　

労働安全衛生費
（ハラスメント相談窓口設置）

職員課 セクハラ、マタハラ等のハラスメントに対する相談体制を整備す
るため、ハラスメント相談窓口を設置する。

労働安全衛生費
（ハラスメント対策）

職員課 関連する研修を実施し、セクハラ、マタハラ等のハラスメント防
止について周知することにより、職員の意識啓発を図り、働き
やすい環境づくりを推進する。

暴力根絶啓発事務 市民生活課 広報誌・ホームページへの掲載や国等からの啓発資材の利用等
により、あらゆる暴力に関する社会的認識の徹底、人間の尊厳
を尊重する意識の啓発を図る。

若年者ＤＶ防止啓発事業 市民生活課 「デートＤＶ」に関するリーフレットを作成し、デートＤＶの防止及
び早期解決に向けた情報提供を行うとともに、お互いを尊重し
合うことの大切さなどを啓発する。

【市民相談事業】
市民からの相談に対し、相談員が必要な情報提供と関係機関と
の連携にあたる。

【札幌人権擁護委員協議会負担金】市民を対象とした人権に関
する啓蒙･啓発活動を実施する。

人権啓発活動地方委託事業 市民生活課 国（法務省）が北海道へ委託し実施する人権啓発活動地方委託
事業について、令和５年度は北海道からの再委託事業として、
江別市へ委託され実施した。

住民記録事務 戸籍住民課 あらかじめ支援措置申出のあるＤＶ・ストーカー行為等被害者
の住民票等住民記録に関する証明発行を制限し、居所の探索
を目的とする加害者からの住民記録に関する請求に応じない
ことにより、被害者保護を図る。

家庭児童相談事業 子育て支援課
子ども家庭支
援担当

家庭児童相談員により電話及び面接相談を行い、児童及び家
庭内における問題の状況を聞き、対応や解決方法などを指導・
助言し、事例によっては関係機関との連携により児童及び家庭
等の問題に対応する。

母子・父子福祉相談事業 子育て支援課
子ども家庭支
援担当

母子家庭及び父子家庭並びに寡婦に対し相談に応じ、その自立
に必要な情報提供及び指導を行う。

江別市家庭児童対策地域協議会事業 子育て支援課
子ども家庭支
援担当

関係機関・団体がネットワークを組み、共通の認識を持ちながら
連携して江別市家庭児童対策地域協議会を設置し、虐待等の
情報を収集し、発生予防、早期解決、早期対応を行う。

子ども家庭総合支援拠点運営経費 子育て支援課
子ども家庭支
援担当

福祉、保健・医療、教育等の関係機関と連携しながら、子ども家
庭支援全般に関する業務や要保護児童等への支援業務を行っ
たほか、関係業務に従事する人材の確保・育成を行う。令和6年
度よりこども家庭センターを開設し、児童福祉と母子保健を一
体的に運営する。

事業名 所属
事業の概要

(目的、対象、手段等)

市民相談事業 市民生活課
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実施内容 決算額(千円)

令和２年４月に策定した「江別市ハラスメント防止に関する指針」に基づく内部相談窓口を設置したほ
か、外部相談窓口の情報を職員へ周知した。
【内部相談窓口】
①上司・同僚②保健室③総務部職員課④市立病院事務局管理課⑤議会事務局
【外部相談窓口】
北海道労働局雇用環境・均等部　ほか

－

○新規採用職員研修において男女共同参画に係る内容の研修を実施
○課長職及び主幹職昇任者を対象としたハラスメント研修を実施 －

○広報誌への掲載：ＤＶ、セクハラの相談窓口、女性に対する暴力をなくす運動について周知した。
（11月号）
○江別生活ガイドブックへの掲載：ＤＶ、セクハラの相談窓口を掲載した。
○ホームページへの掲載
○啓発資材の配備
内閣府や北海道等の関係機関からのパンフレットを公共施設等に配備し、周知した。

－

○若年者向け啓発として「デートＤＶ」に関するリーフレットを作成し配布を行った。
・市内大学の新入学生向けにリーフレット配布：1,520部
・はたちのつどいに参加の２０歳にリーフレット配布：1,000部

11

【市民相談事業】
〇市民相談
・相談員：市職員3名（平成30年度から広聴業務を兼務）
・日時：月～金（祝日を除く）8:45～17:15
・場所：市民相談所
〇法律相談
・月初より電話にて受付。先着5名。
・相談員：弁護士1名
・日時：毎月第2･4木曜（祝日の場合別日）13:00～15:00
・場所：江別市民会館
〇家庭生活相談
・相談員：家庭生活相談員8名（交代制）
・日時：毎週月･木（祝日を除く）10:00～15:00
・場所：月曜/総合社会福祉センター、木曜/大麻出張所
〇1日合同行政相談所（3月14日）

2,594

〇人権相談開催の周知及びポスター･パンフレット等を公共施設の窓口等へ掲示。
〇小学校、中学校、高等学校にて人権教室を開催。
〇中学生の人権作文の趣旨説明及び応募依頼。SOSミニレターへの協力依頼。

77

○人権パネル展
・市内商業施設を借用し、３日間、北朝鮮問題をメインとした人権パネル展を開催。
○人権の花運動
・江別市内小学校３校にて、人権の花運動を実施。

513

ＤＶ・ストーカー行為等被害者の住民票等の発行制限を行った。
・申出数50件
（内訳：女性46件、男性4件／同伴家族73人） －

家庭児童相談員により電話及び面接相談を実施。事例によっては、関係機関と連携し、児童及び家庭
等の問題に対応。
・相談実件数：460件
・家庭児童相談員：5人

2,137

母子・父子自立支援員により電話や面接による身上相談に応じ、自立に必要な助言や指導を実施。
・相談実件数：436件
・母子・父子自立支援員：2人
※ＤＶ相談件数：26件（うち一時保護送致：2件）

2,200

日頃の関係機関との情報共有のほか、関係機関が一堂に会し、個別ケースの支援の方向性を検討す
る会議を随時開催したほか、関係者従事者の資質向上を図った。
・江別市家庭児童対策地域協議会
　連絡会議・ケース会議等開催回数　18回

129

主に児童虐待や養育困難事例に対し、福祉、保健・医療、教育等の関係機関と連携しながら、要保護児
童や家庭等への支援業務を実施。また、関係業務に従事する人材の確保・育成に関する業務を実施。

8,362

令和5年度実績
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６　生涯にわたる男女の健康支援

健康づくり推進事業 保健センター 市民自らの健康意識の高揚と健康づくり活動の推進を図るた
め、各種講演会、こころの健康づくり事業等を開催する。また健
康づくり推進員の活動の支援を行なう。

健康教育事業 保健センター 生活習慣病の予防等、健康保持及び増進を図るため、市民を対
象に健康教室や自治会等の地域の要望に応じたテーマでの講
話を行なう。

健康相談経費 保健センター 健康管理を推進するため、市民を対象に健康や食事等に関す
る指導及び助言を行う。

成人検診推進事業 保健センター がん疾患の早期発見・早期治療を図るため、職場等での検診を
受ける機会のない40歳以上（子宮がん20歳以上）の市民を対
象に、胃・肺・大腸・子宮・乳がん検診を実施する。

子育て世代包括支援事業 保健センター 妊娠期から子育て期にわたり切れ目のない支援を実施し、安心
して妊娠・出産・子育てが出来るよう各種支援を実施する。

母子健康教育経費 保健センター 妊娠、出産及び育児に関する知識の普及と不安の軽減を図る
ため、妊婦とその夫や乳幼児及びその保護者を対象に、マタニ
ティスクール、離乳食教室等を開催し、講話と母親交流を行う。

妊産婦健康診査経費 保健センター 母体の保護と健全な児の出生及び成長を図るため、妊娠届出
を行なった市民を対象に、妊産婦一般健康診査及び超音波検
査を実施する。

乳幼児健康診査推進事業 保健センター 乳幼児の健康保持、増進及び保護者の育児力の向上と発育及
び発達の遅滞、疾病を早期に発見し、適切な支援を図るため、
乳幼児及びその保護者を対象に、4か月、10か月、1歳6か月、
3歳児健診等を実施する。

母子保健相談経費 保健センター 育児不安の軽減を図るため妊産婦、乳幼児及びその保護者を
対象に、親子健康相談、10か月児健診事後相談及び健診事後
教室を開催して相談・指導を行う。

成人検診推進事業
（がん検診受診促進経費）

保健センター がんの早期発見・早期治療による重症化の予防のため、国の要
綱に基づき、乳がん・子宮頸がん検診無料クーポン券を送付す
る。
また、子宮頸がんクーポン未利用者及び過去4年間子宮頸がん
検診未受診者のうち、希望者に対して自己採取ＨＰＶ検査を無
料で実施する。

事業名 所属
事業の概要

(目的、対象、手段等)
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実施内容 決算額(千円)

〇野菜摂取啓発活動
・29回　参加人数：690人
○こころの健康づくり講演会
・1回　参加人数：118人
○ゲートキーパー研修
・2回　参加人数：50人
○地域健康づくり推進員事業
・7団体　参加人数：1,146人
○E-リズム推進
・市民向け講習　　6回（1４0人）
・出前健康教育等　9回（125人）

5,285

○健康教育
・実施回数65回（1,821人）

310

○随時健康相談　212人
○地区健康相談　27回　300人
○こころと体の健康相談　99人
○栄養に関する相談　9人
○へるすあっぷ相談　23回・39人

2,425

○胃がん検診  ・受診人数：2,667人
○肺がん検診  ・受診人数：4,744人
○大腸がん検診  ・受診人数：5,397人
○子宮がん検診  ・受診人数：2,491人
○乳がん検診  ・受診人数：2,232人
●マンモグラフィー・サンデー（日曜乳がん検診）
・２医療機関の協力を得て10月に２日間実施
●レディース検診（保健センター会場）において託児を実施
※子宮がん・乳がん検診受診人数には、がんクーポン検診事業受診人数を含む。

80,793

○妊娠届出時の面接数　601人
○支援プランの作成　延べ1,597人
○産後ケア事業　宿泊利用73泊／日帰り利用82日／訪問131回
○巡回型親子健康相談の実施　36回／435人

12,562

○プレママ・プレパパ向け育児体験
・参加者数：211人（110組）
○離乳食教室
　1. 初めてコース：12回　参加者数：97人
　2. ステップアップコース：12回　参加者数：79人
〇地区健康教育
・3回：110人
〇マタニティスクール
・３回　参加者数：26人

427

○妊婦一般健康診査
・受診者数：582人
○産婦健康診査
・受診者数：537人

50,957

○4か月児健診　受診者数：581人
○10か月児健診　受診者数：655人
○1歳6か月児健診　受診者数：746人
○3歳児健診　受診者数：810人

20,582

○親子健康相談
・実施回数：12回　利用者数：186人
○随時健康相談（来所・電話）・地区健康相談
・相談者数：259人
○健診事後教室（どんぐりクラブ）
・実施回数：24回　参加組数：196組

2,917

○子宮頸がん検診無料クーポン券
　配布数646人／受診者数　39人
○乳がん検診無料クーポン券
　配布数675人／受診者数　192人
○自己採取HPV検査
　案内発送者数2,927人／受診者数269人
・子宮クーポン未利用者及び過去4年間子宮頸がん検診未受診者に９月頃に案内を一斉送付。

9,116

令和5年度実績
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７　男女共同参画の視点に立った防災・災害復興体制の整備

防災会議委員報酬等 危機対策・防
災担当

防災会議条例に基づく会議の開催

災害対応物品整備事業 危機対策・防
災担当

災害対応に必要とな物品の整備

地域性を考慮した実践的かつ効果的で、地域住民が主体的に
行動し、真に役に立つことを目的とした「地域連携避難所運営
訓練」を実施

災害時の避難所開設・運営を目的に「避難所運営訓練」を実施

消防団運営費 消防本部
総務課

自営業や会社員、主婦など、自ら仕事を持ちながら「自分たち
のまちは自分たちで守る」という郷土愛護の精神に基づき地域
の安全、安心を守る、消防団の運営を行う。

救急業務高度化推進事業 消防本部
警防課

市民を対象に実施する応急手当普及啓発事業（救命講習）の指
導者として、消防職員のほか応急手当普及員として、女性消防
団員の協力を得る。

地域防災力向上支援事業 危機対策・防
災担当

事業名 所属
事業の概要

(目的、対象、手段等)
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実施内容 決算額(千円)

〇市民公募で女性を登用している。（令和4年7月から任期2年） 61

〇避難所用簡易トイレ（女性専用含む）を購入した。
〇避難所用生理用品の購入。

402

〇令和5年度　地域連携避難所運営訓練①
・日時：令和５年８月２６日（土）　１４時００分～１７時００分
・場所：東野幌体育館
・参加者：７１名（女性２割程度）
・実施内容：避難所受付訓練、段ボール間仕切り作成訓練
〇令和5年度　地域連携避難所運営訓練②
・日時：令和５年１２月１６日（土）　９時００分～１２時００分
・場所：野幌公民館
・参加者：７５名（女性２割程度）
・実施内容：避難所受付訓練、段ボール間仕切り作成訓練

0

〇避難所運営訓練
・年間実施件数：３２件
・実施団体：市内各自治会、自主防災組織、小学校、中学校等
※参加者合計：2,208名（女性４割程度）

－

〇活動内容
・消防防災等の訓練
・災害活動
・防火啓発活動
・応急手当の普及指導
〇入団資格
市内に居住又は勤務し、年齢が１８歳以上で心身ともに健康な方
〇消防団員数：１８１名（うち女性：２０名）

29,656

救命講習において、応急手当普及員として講習の指導を行う。
・派遣指導員、普及員数
　230人（うち女性：92人　女性の割合：40.0％）
・受講者数
  2,590人（うち女性：1,297人　女性の割合：50.1％）

309

令和5年度実績
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